
DISCLOSURE 2021事業概況 令和３年度版

Credit Guarantee Corporation of Akita-Ken



秋田県信用保証協会

令和３年7月

会　長　堀　井　啓　一　

　平素より当協会の業務運営につきまして、格別のご支援とご協力を賜り、厚くお礼申し上げ

ます。

　このたび、当協会の活動について広くお知らせするため、ディスクロージャー誌「事業概況 

令和３年度版」を作成しました。本誌は、当協会の業務全般について記載しておりますので、

多くの皆さまに信用保証制度や当協会の取組に対するご理解をより一層深めていいただければ

幸いです。

　さて、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、不要不急の外出自粛や時短・

休業要請等、経済活動への様々な制限が加えられることとなり、県内中小企業・小規模事業

者、特に観光業、飲食業においては、売上の大幅な減少など多大な影響を受けました。

　このような状況のもと、当協会は県内中小企業・小規模事業者のセーフティネットとして、

事業の継続、雇用の維持を図るため、資金繰り支援に全力を挙げて取り組み、また、国・県・

市町村等による経済政策の効果もあり、保証承諾は当協会創立以来の最高額となりました。

　今年度におきましても、４度目の緊急事態宣言が発令され、未だコロナの収束の目処が立っ

ていないことから、これまで以上に金融機関や関係団体との連携強化に努めながら、コロナ禍

において厳しい経営環境に置かれている中小企業・小規模事業者に対し、力強い金融支援とき

め細かな経営支援の実施に努めて参ります。

　今後も、コンプライアンス態勢の強化を図りながら、「地域とつながる保証協会」を経営ビ

ジョンに掲げ、中小企業の皆さまへの寄り添った支援を心掛け、一日も早い地域経済の安定と

更なる発展に貢献できるよう、役職員一同、力を合わせて取り組んでまいります。引き続き、

皆さまのご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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　中小企業の金融円滑化を目的に、｢信用保証協会法｣ に基づいて設立された
「公的機関」です。

● 中小企業の皆様が、金融機関から事業資金を借入する際に、信用保証協会が公的な保証人
となることにより資金調達を容易にし、中小企業金融の円滑化を図ることを目的としてい
ます。

● 秋田県信用保証協会は、秋田県、各市町村、金融機関等から総額100億円の出資（出捐
金）をいただき、国・県・市町村の中小企業施策の実施に重要な役割を果たしています。

令和3年3月31日現在、県内15,183の中小企業・小規模事業者にご利用いただいています。
秋田県の他に、各都道府県及び4市（横浜市、川崎市、名古屋市、岐阜市）の合計51の信用保
証協会があり、全国で約155万の中小企業の皆様からご利用いただいています。

設 立 認 可

業 務 開 始

根 拠 法

基 本 財 産

保 証 債 務 残 高

保証利用企業者数

保 証 利 用 度

理 事 ・ 監 事

職 　 　 員

事 務 所

昭和26年4月24日

昭和26年8月1日　

信用保証協会法（昭和28年8月10日法律第196号）

179億

3,355億円

15,183企業（県内中小企業者数33,096企業）

45.9％

18名（うち常勤理事4名、常勤監事1名）

70名

本所　秋田市

支所　大館市、能代市、由利本荘市、大仙市、横手市

　
　信用保証協会は、事業の維持・創造・発展に努める中小企業に対して、公的機関としてその将来性と経
営手腕を適正に評価することにより、企業の信用を創造し、｢信用保証｣を通じて金融の円滑化に努めると
ともに、相談、診断、情報提供といった多様なニーズに的確に対応することにより、中小企業の経営基盤
の強化に寄与し、もって中小企業の振興と地域経済の活力ある発展に貢献する。

信用保証事業の基本理念

信用保証協会とは

役員 組織図（令和３年7月1日現在）
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　中小企業の金融円滑化を目的に、｢信用保証協会法｣ に基づいて設立された
「公的機関」です。

● 中小企業の皆様が、金融機関から事業資金を借入する際に、信用保証協会が公的な保証人
となることにより資金調達を容易にし、中小企業金融の円滑化を図ることを目的としてい
ます。

● 秋田県信用保証協会は、秋田県、各市町村、金融機関等から総額100億円の出資（出捐
金）をいただき、国・県・市町村の中小企業施策の実施に重要な役割を果たしています。

令和3年3月31日現在、県内15,183の中小企業・小規模事業者にご利用いただいています。
秋田県の他に、各都道府県及び4市（横浜市、川崎市、名古屋市、岐阜市）の合計51の信用保
証協会があり、全国で約155万の中小企業の皆様からご利用いただいています。
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3,355億円
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70名
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支所　大館市、能代市、由利本荘市、大仙市、横手市

　
　信用保証協会は、事業の維持・創造・発展に努める中小企業に対して、公的機関としてその将来性と経
営手腕を適正に評価することにより、企業の信用を創造し、｢信用保証｣を通じて金融の円滑化に努めると
ともに、相談、診断、情報提供といった多様なニーズに的確に対応することにより、中小企業の経営基盤
の強化に寄与し、もって中小企業の振興と地域経済の活力ある発展に貢献する。
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信用補完制度について

　信用補完制度とは、信用保証協会が金融機関に対して、中小企業者の債務を保証する「信用
保証制度」と、信用保証協会が日本政策金融公庫に対して再保険を行う「信用保険制度」の総
称で、これらの制度が有機的に結合することで中小企業金融の円滑化をめざしています。

① 保証委託申込

② 保証承諾

③ 融資実行

④ 返済

⑤ 代位弁済

⑥ （求償債務）返済

　中小企業者が信用保証を利用される場合、金融機関を経由して、あるいは直接信用保
証協会に申し込みます。

　信用保証協会は事業の内容などを調査し、申込を承諾する場合は金融機関へ「信用保
証書」を発行します。

　金融機関は、「信用保証書」の条件に基づいて融資を実行します。この際、中小企業
者は所定の保証料を金融機関を通じて信用保証協会へ納めます。

　中小企業者は、返済条件に基づいて、借入した金額を返済します。

　何らかの事情で返済が困難になった場合、金融機関は信用保証協会に対して代位弁済
の請求を行います。信用保証協会は、代位弁済請求に基づき、中小企業者に代わって金
融機関へ代位弁済します。代位弁済と同時に、信用保証協会は、中小企業者に対して求
償権を取得し債権者となります。

　代位弁済後、中小企業者は信用保証協会へ求償債務の返済をします。

③融資実行

信用保険制度信用保険制度

信用保証制度信用保証制度

④
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収
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　信用保証協会の保証は、原則として、中小企業信用保険法に基づき日本政策金融公庫
が行う信用保険に付されます。

　信用保証協会は、日本政策金融公庫に対し保険の種類ごとに定められた信用保険料を
支払います。

　返済が困難となった中小企業者に代わって信用保証協会が金融機関へ代位弁済した場
合、日本政策金融公庫に保険金の支払いを請求します。日本政策金融公庫は信用保険の
種類に応じ、代位弁済した元金の70%～90%を保険金として信用保証協会に支払いま
す。

　中小企業者からの求償債務返済に応じ、信用保証協会は回収金の70%～90%（上記
③と同じ割合）を日本政策金融公庫に返納します。

信用保証協会

全国信用保証
協会連合会

中小企業者 金融機関

日本政策
金融公庫政　府 地方公共団体
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信用補完制度について

　信用補完制度とは、信用保証協会が金融機関に対して、中小企業者の債務を保証する「信用
保証制度」と、信用保証協会が日本政策金融公庫に対して再保険を行う「信用保険制度」の総
称で、これらの制度が有機的に結合することで中小企業金融の円滑化をめざしています。

① 保証委託申込

② 保証承諾

③ 融資実行

④ 返済

⑤ 代位弁済

⑥ （求償債務）返済

　中小企業者が信用保証を利用される場合、金融機関を経由して、あるいは直接信用保
証協会に申し込みます。

　信用保証協会は事業の内容などを調査し、申込を承諾する場合は金融機関へ「信用保
証書」を発行します。

　金融機関は、「信用保証書」の条件に基づいて融資を実行します。この際、中小企業
者は所定の保証料を金融機関を通じて信用保証協会へ納めます。

　中小企業者は、返済条件に基づいて、借入した金額を返済します。

　何らかの事情で返済が困難になった場合、金融機関は信用保証協会に対して代位弁済
の請求を行います。信用保証協会は、代位弁済請求に基づき、中小企業者に代わって金
融機関へ代位弁済します。代位弁済と同時に、信用保証協会は、中小企業者に対して求
償権を取得し債権者となります。

　代位弁済後、中小企業者は信用保証協会へ求償債務の返済をします。
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　信用保証協会の保証は、原則として、中小企業信用保険法に基づき日本政策金融公庫
が行う信用保険に付されます。

　信用保証協会は、日本政策金融公庫に対し保険の種類ごとに定められた信用保険料を
支払います。

　返済が困難となった中小企業者に代わって信用保証協会が金融機関へ代位弁済した場
合、日本政策金融公庫に保険金の支払いを請求します。日本政策金融公庫は信用保険の
種類に応じ、代位弁済した元金の70%～90%を保険金として信用保証協会に支払いま
す。

　中小企業者からの求償債務返済に応じ、信用保証協会は回収金の70%～90%（上記
③と同じ割合）を日本政策金融公庫に返納します。
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信用保証のご利用について

□所在地、営業実績…原則として秋田県内に事業所（店舗・事業所・工場等）があって、現在
適法に事業を営んでいる方。

　
□企業規模………… 資本金または常時使用する従業員が、次のいずれかに該当している方。

　

□業　種 …………… 中小企業信用保険法施行令で定める業種となっており、商工業のほと
んどの業種でご利用可能です。ただし、農林漁業（素材生産及び素材
生産サービス業を除く）、金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サー
ビス業を除く）、性風俗関連営業、宗教・政治・経済・文化団体等、中
小企業信用保険法等において保証対象となっていない業種については、
ご利用いただくことができません。また、許認可や届出等を必要とす
る事業を営んでいる場合は、当該事業に係る許認可等を受けているこ
とが必要となります。　

　
□保証限度額……… 個人・法人　2億8,000万円　（組合等　4億8,000万円）

（この他、国の施策に基づく特別保証制度については別枠有）
　
□保証期間………… 運転資金は概ね10年以内、設備資金は概ね15年以内

（制度保証については、要綱に定める期間）
　
□資金使途………… 事業に必要な運転資金、設備資金が対象となります。

（住宅建設資金、消費資金など事業外の資金、当面利用予定のない不動
産取得など投機的な資金は対象外）

　
□連帯保証人……… 原則として、法人代表者以外の連帯保証人は不要です。
　
□担　保 …………… 不動産取得資金を除き原則として8,000万円までは無担保での取扱が可

能です。
但し、事業規模、決算状況等により取扱可能額は変動します。

ご利用いただける方 □保証審査 
◎ 保証審査は、決算内容だけではなく、次のような項目を踏まえ総合的に審査を行います。
　・経営実態、金融機関取引状況、不動産状況、担保設定状況
　・支援企業の有無、金融機関の支援姿勢
　・技術力、商品開発力、公的機関の認定
　・今後の成長性、経営計画

◎ 赤字、債務超過となっている方でも今後の見通し、経営改善に関する事業計画の策定等
により、企業維持が見込まれればご利用可能です。

　次のいずれかに該当する方は、原則として課題を解決していただくことが、保
証取扱いの前提となります。解決方法についてもお気軽にご相談ください。　
◎社会保険料、税金を滞納している
◎前回の保証条件が不履行となっている
◎信用保証料が未納となっている
◎現在保証を受けている債務が延滞中の場合（連帯保証人を含む）
◎融通手形を利用している
◎高利借入を利用している
◎社外へ資金が流出している
◎当協会または他の信用保証協会で代位弁済を受けている債務の連帯保証人となっている

　次のいずれかに該当する方は、保証の取扱いができません。　
◎許認可等を必要とする業種を営み、その許認可を受けていない場合
◎銀行取引停止処分（第１回不渡発生後６カ月以内の方を含む）を受けている場合、または
電子記録債権の警告期間中の場合
◎当協会または他の信用保証協会で代位弁済を受け、支払いの終わっていない場合
◎競売、差押、破産等の法的手続き中の場合
◎暴力的不法行為者等が介在している場合
　
※反社会的勢力には保証の取扱いができません。
　不当な資金源獲得活動の温床となりかねない取引を根絶し、反社会的勢力との関係遮断が
できるよう、信用保証委託契約等に反社会的勢力排除条項を盛り込んでおります。

保証をご利用いただくために解決すべき課題

ご利用いただけない方

資本金
3億円以下
3億円以下
1億円以下

5,000万円以下
5,000万円以下

3億円以下

5,000万円以下
－

業種
製造業等（建設業、運送業等を含む）
　ゴム製品製造業
卸売業
小売業
サービス業
　ソフトウェア業
　情報処理サービス業
　旅行業
　旅館業
医療法人等

従業員数
300人以下
900人以下
100人以下
50人以下
100人以下

300人以下

200人以下
300人以下
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信用保証のご利用について

□所在地、営業実績…原則として秋田県内に事業所（店舗・事業所・工場等）があって、現在
適法に事業を営んでいる方。

　
□企業規模………… 資本金または常時使用する従業員が、次のいずれかに該当している方。

　

□業　種 …………… 中小企業信用保険法施行令で定める業種となっており、商工業のほと
んどの業種でご利用可能です。ただし、農林漁業（素材生産及び素材
生産サービス業を除く）、金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サー
ビス業を除く）、性風俗関連営業、宗教・政治・経済・文化団体等、中
小企業信用保険法等において保証対象となっていない業種については、
ご利用いただくことができません。また、許認可や届出等を必要とす
る事業を営んでいる場合は、当該事業に係る許認可等を受けているこ
とが必要となります。　

　
□保証限度額……… 個人・法人　2億8,000万円　（組合等　4億8,000万円）

（この他、国の施策に基づく特別保証制度については別枠有）
　
□保証期間………… 運転資金は概ね10年以内、設備資金は概ね15年以内

（制度保証については、要綱に定める期間）
　
□資金使途………… 事業に必要な運転資金、設備資金が対象となります。

（住宅建設資金、消費資金など事業外の資金、当面利用予定のない不動
産取得など投機的な資金は対象外）

　
□連帯保証人……… 原則として、法人代表者以外の連帯保証人は不要です。
　
□担　保 …………… 不動産取得資金を除き原則として8,000万円までは無担保での取扱が可

能です。
但し、事業規模、決算状況等により取扱可能額は変動します。

ご利用いただける方 □保証審査 
◎ 保証審査は、決算内容だけではなく、次のような項目を踏まえ総合的に審査を行います。
　・経営実態、金融機関取引状況、不動産状況、担保設定状況
　・支援企業の有無、金融機関の支援姿勢
　・技術力、商品開発力、公的機関の認定
　・今後の成長性、経営計画

◎ 赤字、債務超過となっている方でも今後の見通し、経営改善に関する事業計画の策定等
により、企業維持が見込まれればご利用可能です。

　次のいずれかに該当する方は、原則として課題を解決していただくことが、保
証取扱いの前提となります。解決方法についてもお気軽にご相談ください。　
◎社会保険料、税金を滞納している
◎前回の保証条件が不履行となっている
◎信用保証料が未納となっている
◎現在保証を受けている債務が延滞中の場合（連帯保証人を含む）
◎融通手形を利用している
◎高利借入を利用している
◎社外へ資金が流出している
◎当協会または他の信用保証協会で代位弁済を受けている債務の連帯保証人となっている

　次のいずれかに該当する方は、保証の取扱いができません。　
◎許認可等を必要とする業種を営み、その許認可を受けていない場合
◎銀行取引停止処分（第１回不渡発生後６カ月以内の方を含む）を受けている場合、または
電子記録債権の警告期間中の場合
◎当協会または他の信用保証協会で代位弁済を受け、支払いの終わっていない場合
◎競売、差押、破産等の法的手続き中の場合
◎暴力的不法行為者等が介在している場合
　
※反社会的勢力には保証の取扱いができません。
　不当な資金源獲得活動の温床となりかねない取引を根絶し、反社会的勢力との関係遮断が
できるよう、信用保証委託契約等に反社会的勢力排除条項を盛り込んでおります。

保証をご利用いただくために解決すべき課題

ご利用いただけない方

資本金
3億円以下
3億円以下
1億円以下

5,000万円以下
5,000万円以下

3億円以下

5,000万円以下
－

業種
製造業等（建設業、運送業等を含む）
　ゴム製品製造業
卸売業
小売業
サービス業
　ソフトウェア業
　情報処理サービス業
　旅行業
　旅館業
医療法人等

従業員数
300人以下
900人以下
100人以下
50人以下
100人以下

300人以下

200人以下
300人以下
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責任共有制度 信用保証料

　信用保証協会と金融機関が適切な責任分担を図り、両者が連携して、中小企業者の事業意欲
等を継続的に把握しながら、経営支援や再生支援といった中小企業者に対する適切な支援を行
うことを目的とした制度です。
　なお、セーフティネット保証や小規模事業者・創業者などを対象とした、責任共有対象外の
保証制度もあります。

金融機関は80％の保証部分について、信用保証協会から代位弁済を
受けますが、残りの20％については、金融機関の負担となります。

責任共有制度とは

責任共有制度の詳細

　金融機関がリスクを負担する方式は、「部分保証方式」と「負担金方式」
があります。（金融機関が選択します）
①部分保証方式
　金融機関が融資する額の一定割合を保証する方式
②負担金方式
　金融機関の過去の保証利用実績（保証債務平均残高や代位弁済率等
実績）に基づき一定の負担金を支払う方式

金融機関の負担割合は20％

　次の制度については対象除外となっております。
①経営安定関連保証（セーフティネット保証）１号～４号および６号
②災害関連保証
③創業関連保証、創業等関連保証
④特別小口保険に係る保証
⑤事業再生保証
⑥小口零細企業保証（県・市町村の小口資金など）
⑦求償権消滅保証
⑧中堅企業特別保証
⑨東日本大震災復興緊急保証
⑩経営力強化保証（責任共有制度対象外の保証付既存借入金を既存残
　高の範囲内で借換する場合）
⑪事業再生計画実施関連保証（責任共有制度対象外の保証付既存借入
　金を既存残高の範囲内で借換する場合）
⑫危機関連保証

具 体 的 な 方 式

金融機関の負担割合

対 象 除 外 制 度

　基準となる料率は中小企業者の経営状況に応じ、責任共有制度の対象となる場合では年
0.45～1.90％の範囲内で次のとおりです。
　県制度資金については、県で保証料の一部又は全額補給を実施しています。また、市町村制
度については、各市町村で保証料の全額補給を実施しています。

信用保証料

① 決算データについて、中小企業信用リスク情報データベース（略称ＣＲＤ）のスコアリン
グモデルに基づいて評価します。

② 評価結果に応じて基準となる料率を決定します。
③ 会計参与を設置している場合は中小企業会計割引として0.1％を、担保を提供いただいた場
合は有担保割引として0.1％をそれぞれ割引し、最終的な保証料率となります。
※ 上記表の特殊料率とは、「カードローン根保証」「当座貸越根保証」「手形割引根保証」
を利用する場合の料率です。

※ ＣＲＤは、中小企業庁が中心となって中小企業金融の円滑化を目的に設立された中小企
業を対象とした日本最大の信用情報データベースです。

※ 貸借対照表を作成していない個人事業者または決算データの無い創業者については、
一律1.15％（責任共有対象外の場合1.35％）の保証料率が適用されます。

信用保証料決定のプロセス

＜一括返済の場合＞
　信用保証料＝借入金額　×　保証期間（月数）　÷　12　×　保証料率　
＜分割返済の場合＞
　信用保証料＝借入金額　×　保証期間（月数）　÷　12　×　保証料率　×　分割返済係数

信用保証料の計算方法

①区　　分

責任共有保証料率
（下段は特殊料率）

信用保証料率表 （％）

分割返済係数

＜責任共有制度における金融機関の負担部分イメージ図＞

代位弁済時点

※不均等分割返済、据置金額がある場合等は別途計算が必要となります。

責任共有対象外保証料率
（下段は特殊料率）

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

1.90　1.75　1.55　1.35　1.15　1.00　0.80　0.60　0.45

1.62　1.49　1.32　1.15　0.98　0.85　0.68　0.51　0.39  

2.20　2.00　1.80　1.60　1.35　1.10　0.90　0.70　0.50

1.87　1.70　1.53　1.36　1.15　0.94　0.77　0.60　0.43  

返済回数
2回　～　 6回
7回　～　12回
13回　～　24回
25回以上          

分割返済係数
0.70
0.65
0.60
0.55

金融機関は100％信用保証協会から代位弁済を受けますが、事後
的に約20％の負担金を信用保証協会に支払うこととなります。

80％
信用保証協会からの代位弁済額

20％
プロパ－分

保証時点
①部分保証方式 ②負担金方式

80％
保証部分

20％
非保証部分

代位弁済時点

100％
信用保証協会からの代位弁済額

保証時点

100％
保証部分

20％
負担金
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責任共有制度 信用保証料

　信用保証協会と金融機関が適切な責任分担を図り、両者が連携して、中小企業者の事業意欲
等を継続的に把握しながら、経営支援や再生支援といった中小企業者に対する適切な支援を行
うことを目的とした制度です。
　なお、セーフティネット保証や小規模事業者・創業者などを対象とした、責任共有対象外の
保証制度もあります。

金融機関は80％の保証部分について、信用保証協会から代位弁済を
受けますが、残りの20％については、金融機関の負担となります。

責任共有制度とは

責任共有制度の詳細

　金融機関がリスクを負担する方式は、「部分保証方式」と「負担金方式」
があります。（金融機関が選択します）
①部分保証方式
　金融機関が融資する額の一定割合を保証する方式
②負担金方式
　金融機関の過去の保証利用実績（保証債務平均残高や代位弁済率等
実績）に基づき一定の負担金を支払う方式

金融機関の負担割合は20％

　次の制度については対象除外となっております。
①経営安定関連保証（セーフティネット保証）１号～４号および６号
②災害関連保証
③創業関連保証、創業等関連保証
④特別小口保険に係る保証
⑤事業再生保証
⑥小口零細企業保証（県・市町村の小口資金など）
⑦求償権消滅保証
⑧中堅企業特別保証
⑨東日本大震災復興緊急保証
⑩経営力強化保証（責任共有制度対象外の保証付既存借入金を既存残
　高の範囲内で借換する場合）
⑪事業再生計画実施関連保証（責任共有制度対象外の保証付既存借入
　金を既存残高の範囲内で借換する場合）
⑫危機関連保証

具 体 的 な 方 式

金融機関の負担割合

対 象 除 外 制 度

　基準となる料率は中小企業者の経営状況に応じ、責任共有制度の対象となる場合では年
0.45～1.90％の範囲内で次のとおりです。
　県制度資金については、県で保証料の一部又は全額補給を実施しています。また、市町村制
度については、各市町村で保証料の全額補給を実施しています。

信用保証料

① 決算データについて、中小企業信用リスク情報データベース（略称ＣＲＤ）のスコアリン
グモデルに基づいて評価します。

② 評価結果に応じて基準となる料率を決定します。
③ 会計参与を設置している場合は中小企業会計割引として0.1％を、担保を提供いただいた場
合は有担保割引として0.1％をそれぞれ割引し、最終的な保証料率となります。
※ 上記表の特殊料率とは、「カードローン根保証」「当座貸越根保証」「手形割引根保証」
を利用する場合の料率です。

※ ＣＲＤは、中小企業庁が中心となって中小企業金融の円滑化を目的に設立された中小企
業を対象とした日本最大の信用情報データベースです。

※ 貸借対照表を作成していない個人事業者または決算データの無い創業者については、
一律1.15％（責任共有対象外の場合1.35％）の保証料率が適用されます。

信用保証料決定のプロセス

＜一括返済の場合＞
　信用保証料＝借入金額　×　保証期間（月数）　÷　12　×　保証料率　
＜分割返済の場合＞
　信用保証料＝借入金額　×　保証期間（月数）　÷　12　×　保証料率　×　分割返済係数

信用保証料の計算方法

①区　　分

責任共有保証料率
（下段は特殊料率）

信用保証料率表 （％）

分割返済係数

＜責任共有制度における金融機関の負担部分イメージ図＞

代位弁済時点

※不均等分割返済、据置金額がある場合等は別途計算が必要となります。

責任共有対象外保証料率
（下段は特殊料率）

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

1.90　1.75　1.55　1.35　1.15　1.00　0.80　0.60　0.45

1.62　1.49　1.32　1.15　0.98　0.85　0.68　0.51　0.39  

2.20　2.00　1.80　1.60　1.35　1.10　0.90　0.70　0.50

1.87　1.70　1.53　1.36　1.15　0.94　0.77　0.60　0.43  

返済回数
2回　～　 6回
7回　～　12回
13回　～　24回
25回以上          

分割返済係数
0.70
0.65
0.60
0.55

金融機関は100％信用保証協会から代位弁済を受けますが、事後
的に約20％の負担金を信用保証協会に支払うこととなります。

80％
信用保証協会からの代位弁済額

20％
プロパ－分

保証時点
①部分保証方式 ②負担金方式

80％
保証部分

20％
非保証部分

代位弁済時点

100％
信用保証協会からの代位弁済額

保証時点

100％
保証部分

20％
負担金
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主な保証制度一覧　（秋田県制度） 当協会では、中小企業の皆様の様々な資金需要に対応した各種の保証制度を用意しております。
連帯保証人は、原則として、法人の場合は代表者のみ、個人の場合は不要です。

令和３年４月１日現在

※① 責任共有制度対象の秋田県制度にセーフティネット保証の1号～4号および6号認定を併用する場合の借入利率は、上記の表から▲0.2ポイントとなります。(県ABL、借換枠、エ ネルギー設備、エネルギー支援、グループ連携、県アグリを除く)  ※② セーフティネット保証を併用する場合の保証料率は、1号～4号および6号認定の場合0.8 %、5号・7号認定の場
合0.76%となります。※③ セーフティネット保証を併用する場合の保証料率は、1号～4号および6号認定の場合0.50%、5号・7号認定の場合0.45%となります。    ※④  セーフティ ネット5号・7号認定を併用する場合の保証料率は、0.76%となります。    ※⑤  セーフティネット1号～4号および6号認定を併用する場合の保証料率は、0.70%となります。    ※⑥  
お借入後の料率は各金融機関の基準金 利の変更に伴い変動します。詳しくはお取扱いの金融機関窓口へお問い合わせ下さい。    ※⑦  事業承継に伴い、事業活動に支障が生じているこ とについて秋田県知事の認定を受けた方は2億円    ※⑧ 2,000万円を超えるお申込みについては2口のお借り入れとなります。    ※⑨  創業支援資金をお使いの方は別途限度額の定め
がございます。詳しくはお問い合わせください。※⑩ セーフティネット保証4号認定を併用する場合は、▲0.2ポイントとなります。    ※⑪ セーフティネット保証を併用する場合の保 証料率は4号認定の場合0.68%、5号認定の場合0.56%となります。

制　度　名 略　称 借入限度額 保証期間 借入利率
（％）※①

保証料率
（企業負担、％） 担　保 取扱金融機関 備　　　考

度
制
証
保
別
特
の
県
田
秋

金
資
興
振
業
企
小
中 一 般 資 金

振 興 固 定

１億円

運転　 ７年
設備　10年 1.95

1.55以内
（※②）

必要に応じ

秋田銀行
北都銀行

秋田信用金庫
羽後信用金庫
秋田県信用組合
みずほ銀行

三菱ＵＦＪ銀行
青森銀行

みちのく銀行
七十七銀行
東北銀行
岩手銀行
北日本銀行
山形銀行
荘内銀行

きらやか銀行
商工組合中央金庫
あすか信用組合

借入から完済まで借入利率が一定となります。

振 興 変 動 運転　10年
設備　15年

1.70
（※⑥） 借入期間中、金融情勢に応じ借入利率が変動します。

働き方
改 革
支援枠

固 定 運転　 ７年
設備　10年 1.75

経済産業省認定の「健康経営優良法人」、厚生労働省認定の「ユースエール」、「えるぼし」、「くるみん」、「プラチ
ナくるみん」、「秋田県版健康経営優良法人（秋田県認定）」のいずれかを取得している企業が対象となります。変 動 運転　10年

設備　15年 1.50

小 規 模 事 業 振 興 資 金 マ ル 小 （県小口と合算で）
2,000万円

運転　 ７年
設備　10年

1.95 0.45以内
（※③）

従業員数20名以下（商業、サービス業は５名以下）の小規模企業者の方が対象です。経営の向上、改善、問題解決
のために必要な専門家派遣の申請が可能です。ＩＣＴ導入支援枠 1.55

流 動 資 産 融 資 保 証 県 Ａ Ｂ Ｌ １億円 １年
（更新可） 1.60 0.68以内 在 庫 ま た は

売 掛 債 権 の み 在庫、売掛債権を担保として活用し、低利で事業資金を調達できます。

中 小 企 業 災 害 復 旧 資 金 災 害 復 旧 3,000万円 10年 1.35 ０ 原 則 不 要 災害によって事務所棟が罹災した企業が対象となります。（市町村の罹災証明が必要です。）

金
資
定
安
営
経

経 営 安 定 資 金

通常枠

受注減

8,000万円 10年 1.55

1.55以内
（※②）

必要に応じ

この制度は商工会等の認定を受けた方がご利用いただけます。主な認定要件は次の通りです。
少減上以％５で比期同年前、が等高上売るけおに間期のかれ何の間月ヵ３後今、間月ヵ６近直、間月ヵ３近直 　①

した、または減少する見込みにあること。
②　直近決算において赤字を計上

連 倒 1.55以内
（※③） 倒産企業に対して50万円以上の売掛債権等を有す企業が対象です。

消費税 1.55以内
（※②）

令和元年10月１日の消費税増税後の直近３か月間の受注高又は売上高が、前年同期に 比べて減少していることに
ついて商工会等の認定を受けた方がご利用いただけます。

経 営 力 強 化 枠 ２億円 運転　 ５年
設備　 ７年 1.55 1.40以内 外部の専門家のサポートを受けながら経営力強化に取り組まれる場合に、保証料率の引き下げを行い支援します。

借 換 枠 ２億８千万円 10年 1.40 1.55以内 既存の緊急経済対策枠及び23年地震資金の集約を行い、資金繰りの円滑化を支援します。

特 別 改 善 枠 8,000万円 12年 1.95 1.55以内
（※②）

中小企業再生支援協議会の支援を受け事業再生に取組む企業が対象です。
5,000万円 商工調停士から事業再生計画についての指導を受け、商工会等の推薦を受けた企業が対象です。

そ
　
の
　
他

事 業 革 新 資 金 新事業事業革新 １億円 10年 1.30 0.60以内 必要に応じ

この制度は商工会等の認定等を受けた方がご利用いただけます。主な認定要件は次のとおりです。
①　中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新計画の行政庁承認を受けた企業

定認の画計業事の業事援支力争競業企び及業事ドンァフ援応工商農たきあ、業事ドンァフ援応業企たきあの県 　②
を受けた方

③　事業転換、事業多角化による事業展開を図ろうとする方
④　新市場（海外を含む）進出による事業展開を図ろうとする方

再生可能エネルギー設備資金 エネルギー設備 ２億円
15年 1.30

1.07以内
必要に応じ

発電事業を行う方が太陽光、風力、水力、地熱発電設備を設置するのに要する資金を支援します。

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 
導 入 支 援 資 金 エネルギー支援 ２億８千万円 1.55以内

（※④） 発電事業を行う方の必要資金を支援します。

中 小 企 業 連 携 支 援 資 金 グ ル ー プ 連 携 5,000万円 10年 1.30 0.60以内 必要に応じ 異なる二者以上の中小企業が連携して商品開発等を行う場合に対象となります。

秋 田 県 事 業 承 継 資 金 県 事 業 承 継 １億円
（※⑦） 10年

1.30
（後継者育成塾受講
者、所定の機関から
支援を受けた方は

1.10％）

0.60以内
（※⑤）

必要に応じ

次の何れかの方が対象です。
当てけ受を渡譲業営らか業企たっなと分処止停引取の関機融金や始開の算清別特、生更社会、生再事民、産破 　①

該事業を行う方
②　事業の一部又は全部を取りやめる企業から営業譲渡を受けて当該事業を行う方
③　事業承継により従業員等が代表となった法人（新代表が旧代表の三親等以内の親族である場合を除く。）
④　事業承継により事業活動の継続に支障が生じていることについて秋田県知事の認定を受けた方

秋 田 県 事 業 承 継 資 金 
融 資 特 別 保 証 バ ト ン タ ッ チ ２億円 10年

1.30
（経営者保証コー
ディネーターの確
認を受けた方は
1.10％）

0.60以内
（経営者保証コー
ディネーターの
確認を受けた方
は０％）

秋 田 県 経 営 承 継 
借 換 資 金 融 資 保 証 県 経 営 承 継 ２億円 10年

1.30
（経営者保証コー
ディネーターの確
認を受けた方は
1.10％）

0.60以内
（経営者保証コー
ディネーターの
確認を受けた方
は０％）

中小企業アグリサポート資金 県 ア グ リ 2,500万円 10年 1.55 0.60以内 農林水産業に進出している方、及びその計画を有する方が対象です。（農業法人など、農業のみを行っている方お
よび個人の方を除く）

金
資
外
除
象
対
の
度
制
有
共
任
責 秋田県小口零細企業保証 県 小 口 （小規模と合算で）

2,000万円
運転　 ７年
設備　10年 1.75 0.50以内 原則不要 従業員20名（商業・サービス業は５名）以下の小規模企業者で新しい借入申込金額を含んだ保証協会の利用残高が

2,000万円以内となる方が対象です。

秋 田 県 創 業 支 援 資 金
県 創 業 関 連 
県 創 業 等 関 連 3,500万円（※⑧）

10年

1.30
（創業塾受講者、県
内移住後３年以内の
方は1.10%）

0.60以内
不要

これから事業を開始する方及び事業を開始した日以後５年を経過していない方、分社化を行う方が対象です。

女性・若者支援枠 2,500万円
（※⑧） 1.10 ０ 上記に加え、女性または35歳未満の方が対象です。

秋 田 県 再 建 企 業
特 別 融 資 資 金

県 再 起 2,000万円（※⑨） 10年 金 融 機 関 所 定 0.70以内 不要 過去に経営状況の悪化により事業を廃業した経験があり、その廃業の日から５年以内に新たに創業する方が対象で
す。

県 事 業 再 生 １億円 １年 金 融 機 関 所 定 1.2以内 必要に応じ 法的な再建手続により事業再生に取組む方が対象です。

度
制
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保
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金
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新

秋 田 県 経 営 安 定 資 金
新型コロナウイルス感染症対策枠 県 コ ロ ナ 対 策 5,000万円 10年 1.35※⑩ 1.40以内※⑪

原則不要

秋田銀行
北都銀行

秋田信用金庫
羽後信用金庫
秋田県信用組合
みずほ銀行

三菱ＵＦＪ銀行
青森銀行

みちのく銀行
七十七銀行
東北銀行
岩手銀行
北日本銀行
山形銀行
荘内銀行

きらやか銀行
商工組合中央金庫
あすか信用組合

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、令和２年１月以降の直近３か月間の受注高又は売上高が、前年同期に比
べて減少している方が対象です。

秋 田 県 危 機 関 連 融 資 県危機関連コロナ 5,000万円 10年 1.15 ０ 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、中小企業信用保険法第２条第６項（危機関連保証）の規定により経営の
安定に支障を生じていることについて市町村長の認定を受けた方が対象です。

事業承継の段階における資金調達にあたり、一定の要件を満たす県内中小企業者については経営者を含めて保証人
を不要とすることができ、また、既存の経営者保証ありの借入金を借り換えることも可能です。秋田県事業承継・引継
ぎ支援センターが雇用する経営者保証コーディネーターから事業の承継に係る計画及び財務内容その他の経営の状
況の確認を受けた場合、借入利率と保証料率を引き下げます。

経営承継を予定している会社であって、一定の要件を満たすことについて知事の認定を受けた県内中小企業につい
て、その会社の経営者が経営者保証を提供している債務を、経営者保証が不要とする融資に借り換えることで、経
営者保証の解除を行います。
秋田県事業承継・引継ぎ支援センターが雇用する経営者保証コーディネーターから事業の承継に係る計画及び財
務内容その他の経営の状況の確認を受けた場合、借入利率と保証料率の引き下げます。
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主な保証制度一覧　（秋田県制度） 当協会では、中小企業の皆様の様々な資金需要に対応した各種の保証制度を用意しております。
連帯保証人は、原則として、法人の場合は代表者のみ、個人の場合は不要です。

令和３年４月１日現在

※① 責任共有制度対象の秋田県制度にセーフティネット保証の1号～4号および6号認定を併用する場合の借入利率は、上記の表から▲0.2ポイントとなります。(県ABL、借換枠、エ ネルギー設備、エネルギー支援、グループ連携、県アグリを除く)  ※② セーフティネット保証を併用する場合の保証料率は、1号～4号および6号認定の場合0.8 %、5号・7号認定の場
合0.76%となります。※③ セーフティネット保証を併用する場合の保証料率は、1号～4号および6号認定の場合0.50%、5号・7号認定の場合0.45%となります。    ※④  セーフティ ネット5号・7号認定を併用する場合の保証料率は、0.76%となります。    ※⑤  セーフティネット1号～4号および6号認定を併用する場合の保証料率は、0.70%となります。    ※⑥  
お借入後の料率は各金融機関の基準金 利の変更に伴い変動します。詳しくはお取扱いの金融機関窓口へお問い合わせ下さい。    ※⑦  事業承継に伴い、事業活動に支障が生じているこ とについて秋田県知事の認定を受けた方は2億円    ※⑧ 2,000万円を超えるお申込みについては2口のお借り入れとなります。    ※⑨  創業支援資金をお使いの方は別途限度額の定め
がございます。詳しくはお問い合わせください。※⑩ セーフティネット保証4号認定を併用する場合は、▲0.2ポイントとなります。    ※⑪ セーフティネット保証を併用する場合の保 証料率は4号認定の場合0.68%、5号認定の場合0.56%となります。

制　度　名 略　称 借入限度額 保証期間 借入利率
（％）※①

保証料率
（企業負担、％） 担　保 取扱金融機関 備　　　考

度
制
証
保
別
特
の
県
田
秋

金
資
興
振
業
企
小
中 一 般 資 金

振 興 固 定

１億円

運転　 ７年
設備　10年 1.95

1.55以内
（※②）

必要に応じ

秋田銀行
北都銀行
秋田信用金庫
羽後信用金庫
秋田県信用組合
みずほ銀行
三菱ＵＦＪ銀行
青森銀行
みちのく銀行
七十七銀行
東北銀行
岩手銀行
北日本銀行
山形銀行
荘内銀行
きらやか銀行
商工組合中央金庫
あすか信用組合

借入から完済まで借入利率が一定となります。

振 興 変 動 運転　10年
設備　15年

1.70
（※⑥） 借入期間中、金融情勢に応じ借入利率が変動します。

働き方
改 革
支援枠

固 定 運転　 ７年
設備　10年 1.75

経済産業省認定の「健康経営優良法人」、厚生労働省認定の「ユースエール」、「えるぼし」、「くるみん」、「プラチ
ナくるみん」、「秋田県版健康経営優良法人（秋田県認定）」のいずれかを取得している企業が対象となります。変 動 運転　10年

設備　15年 1.50

小 規 模 事 業 振 興 資 金 マ ル 小 （県小口と合算で）
2,000万円

運転　 ７年
設備　10年

1.95 0.45以内
（※③）

従業員数20名以下（商業、サービス業は５名以下）の小規模企業者の方が対象です。経営の向上、改善、問題解決
のために必要な専門家派遣の申請が可能です。ＩＣＴ導入支援枠 1.55

流 動 資 産 融 資 保 証 県 Ａ Ｂ Ｌ １億円 １年
（更新可） 1.60 0.68以内 在 庫 ま た は

売 掛 債 権 の み 在庫、売掛債権を担保として活用し、低利で事業資金を調達できます。

中 小 企 業 災 害 復 旧 資 金 災 害 復 旧 3,000万円 10年 1.35 ０ 原 則 不 要 災害によって事務所棟が罹災した企業が対象となります。（市町村の罹災証明が必要です。）

金
資
定
安
営
経

経 営 安 定 資 金

通常枠

受注減

8,000万円 10年 1.55

1.55以内
（※②）

必要に応じ

この制度は商工会等の認定を受けた方がご利用いただけます。主な認定要件は次の通りです。
少減上以％５で比期同年前、が等高上売るけおに間期のかれ何の間月ヵ３後今、間月ヵ６近直、間月ヵ３近直 　①

した、または減少する見込みにあること。
②　直近決算において赤字を計上

連 倒 1.55以内
（※③） 倒産企業に対して50万円以上の売掛債権等を有す企業が対象です。

消費税 1.55以内
（※②）

令和元年10月１日の消費税増税後の直近３か月間の受注高又は売上高が、前年同期に 比べて減少していることに
ついて商工会等の認定を受けた方がご利用いただけます。

経 営 力 強 化 枠 ２億円 運転　 ５年
設備　 ７年 1.55 1.40以内 外部の専門家のサポートを受けながら経営力強化に取り組まれる場合に、保証料率の引き下げを行い支援します。

借 換 枠 ２億８千万円 10年 1.40 1.55以内 既存の緊急経済対策枠及び23年地震資金の集約を行い、資金繰りの円滑化を支援します。

特 別 改 善 枠 8,000万円 12年 1.95 1.55以内
（※②）

中小企業再生支援協議会の支援を受け事業再生に取組む企業が対象です。
5,000万円 商工調停士から事業再生計画についての指導を受け、商工会等の推薦を受けた企業が対象です。

そ
　
の
　
他

事 業 革 新 資 金 新事業事業革新 １億円 10年 1.30 0.60以内 必要に応じ

この制度は商工会等の認定等を受けた方がご利用いただけます。主な認定要件は次のとおりです。
①　中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新計画の行政庁承認を受けた企業

定認の画計業事の業事援支力争競業企び及業事ドンァフ援応工商農たきあ、業事ドンァフ援応業企たきあの県 　②
を受けた方

③　事業転換、事業多角化による事業展開を図ろうとする方
④　新市場（海外を含む）進出による事業展開を図ろうとする方

再生可能エネルギー設備資金 エネルギー設備 ２億円
15年 1.30

1.07以内
必要に応じ

発電事業を行う方が太陽光、風力、水力、地熱発電設備を設置するのに要する資金を支援します。

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 
導 入 支 援 資 金 エネルギー支援 ２億８千万円 1.55以内

（※④） 発電事業を行う方の必要資金を支援します。

中 小 企 業 連 携 支 援 資 金 グ ル ー プ 連 携 5,000万円 10年 1.30 0.60以内 必要に応じ 異なる二者以上の中小企業が連携して商品開発等を行う場合に対象となります。

秋 田 県 事 業 承 継 資 金 県 事 業 承 継 １億円
（※⑦） 10年

1.30
（後継者育成塾受講
者、所定の機関から
支援を受けた方は

1.10％）

0.60以内
（※⑤）

必要に応じ

次の何れかの方が対象です。
当てけ受を渡譲業営らか業企たっなと分処止停引取の関機融金や始開の算清別特、生更社会、生再事民、産破 　①

該事業を行う方
②　事業の一部又は全部を取りやめる企業から営業譲渡を受けて当該事業を行う方
③　事業承継により従業員等が代表となった法人（新代表が旧代表の三親等以内の親族である場合を除く。）
④　事業承継により事業活動の継続に支障が生じていることについて秋田県知事の認定を受けた方

秋 田 県 事 業 承 継 資 金 
融 資 特 別 保 証 バ ト ン タ ッ チ ２億円 10年

1.30
（経営者保証コー
ディネーターの確
認を受けた方は
1.10％）

0.60以内
（経営者保証コー
ディネーターの
確認を受けた方
は０％）

秋 田 県 経 営 承 継 
借 換 資 金 融 資 保 証 県 経 営 承 継 ２億円 10年

1.30
（経営者保証コー
ディネーターの確
認を受けた方は
1.10％）

0.60以内
（経営者保証コー
ディネーターの
確認を受けた方
は０％）

中小企業アグリサポート資金 県 ア グ リ 2,500万円 10年 1.55 0.60以内 農林水産業に進出している方、及びその計画を有する方が対象です。（農業法人など、農業のみを行っている方お
よび個人の方を除く）

金
資
外
除
象
対
の
度
制
有
共
任
責 秋田県小口零細企業保証 県 小 口 （小規模と合算で）

2,000万円
運転　 ７年
設備　10年 1.75 0.50以内 原則不要 従業員20名（商業・サービス業は５名）以下の小規模企業者で新しい借入申込金額を含んだ保証協会の利用残高が

2,000万円以内となる方が対象です。

秋 田 県 創 業 支 援 資 金
県 創 業 関 連 
県 創 業 等 関 連 3,500万円（※⑧）

10年

1.30
（創業塾受講者、県
内移住後３年以内の
方は1.10%）

0.60以内
不要

これから事業を開始する方及び事業を開始した日以後５年を経過していない方、分社化を行う方が対象です。

女性・若者支援枠 2,500万円
（※⑧） 1.10 ０ 上記に加え、女性または35歳未満の方が対象です。

秋 田 県 再 建 企 業
特 別 融 資 資 金

県 再 起 2,000万円（※⑨） 10年 金 融 機 関 所 定 0.70以内 不要 過去に経営状況の悪化により事業を廃業した経験があり、その廃業の日から５年以内に新たに創業する方が対象で
す。

県 事 業 再 生 １億円 １年 金 融 機 関 所 定 1.2以内 必要に応じ 法的な再建手続により事業再生に取組む方が対象です。
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秋 田 県 経 営 安 定 資 金
新型コロナウイルス感染症対策枠 県 コ ロ ナ 対 策 5,000万円 10年 1.35※⑩ 1.40以内※⑪

原則不要

秋田銀行
北都銀行

秋田信用金庫
羽後信用金庫
秋田県信用組合
みずほ銀行

三菱ＵＦＪ銀行
青森銀行

みちのく銀行
七十七銀行
東北銀行
岩手銀行
北日本銀行
山形銀行
荘内銀行

きらやか銀行
商工組合中央金庫
あすか信用組合

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、令和２年１月以降の直近３か月間の受注高又は売上高が、前年同期に比
べて減少している方が対象です。

秋 田 県 危 機 関 連 融 資 県危機関連コロナ 5,000万円 10年 1.15 ０ 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、中小企業信用保険法第２条第６項（危機関連保証）の規定により経営の
安定に支障を生じていることについて市町村長の認定を受けた方が対象です。

事業承継の段階における資金調達にあたり、一定の要件を満たす県内中小企業者については経営者を含めて保証人
を不要とすることができ、また、既存の経営者保証ありの借入金を借り換えることも可能です。秋田県事業承継・引継
ぎ支援センターが雇用する経営者保証コーディネーターから事業の承継に係る計画及び財務内容その他の経営の状
況の確認を受けた場合、借入利率と保証料率を引き下げます。

経営承継を予定している会社であって、一定の要件を満たすことについて知事の認定を受けた県内中小企業につい
て、その会社の経営者が経営者保証を提供している債務を、経営者保証が不要とする融資に借り換えることで、経
営者保証の解除を行います。
秋田県事業承継・引継ぎ支援センターが雇用する経営者保証コーディネーターから事業の承継に係る計画及び財
務内容その他の経営の状況の確認を受けた場合、借入利率と保証料率の引き下げます。
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主な保証制度一覧　（国制度・協会制度） 当協会では、中小企業の皆様の様々な資金需要に対応した各種の保証制度を用意しております。
連帯保証人は、原則として、法人の場合は代表者のみ、個人の場合は不要です。

秋田県事業承継資金融資特別保証『バトンタッチ』
　事業承継の段階における資金調達にあたり、一定の財務要件を満たす中小企業者に
ついては経営者を含めて保証人を不要とすることができます。また、事業承継に係る
計画及び財務内容等の経営状況について経営者保証コーディネーターの確認を受けた
場合は、借入料率及び保証料率が優遇されます。

本制度の特徴
〇経営者保証を不要とすることができる。

え換り借で）しな証保者営経（度制本、ていつに）りあ証保者営経（金入借の存既 〇
が可能。

以下の要件に該当する方がご利用できます。
クッェチ件要用利✓□

し過経年3、し継承業事に降以月1年2和令は又方るいてし定予を継承業事らかれこ ①
ていない方

、るいてれさなが離分の者営経と人法、いなが金入借るいてし和緩済返、過超産資 ②
EBITDA有利子負債倍率10倍以内であること

借 入 限 度 額 ２億円

保 証 期 間 10年以内（据置期間１年以内）

借 入 利 率 1.30％
（経営者保証コーディネーターの確認を受けた場合、1.10％）

保 証 料 率 0.60％以内
（経営者保証コーディネーターの確認を受けた場合、０％）

資 金 使 途
事業承継時までに必要な資金
既存の借入金返済資金

。る限に金資済返金入借の存既の前継承業事、は方のみ済継承業事、しだた ※

令和３年４月１日現在

制　度　名 略　称 借入限度額 保証期間 借入利率
（％）

保証料率
（企業負担、％） 担　保 取扱金融機関 備　　　考

度
制
証
保
別
特
の
会
協
証
保
・
国

継 続 型 短 期 融 資 保 証 継 続 短 期 100万円以上
5,000千万円以内

１年
（ただし、５回まで

更新可能）
1.5以内 1.80以内 必要に応じ

約定書締結金融機関
経常運転資金の一部について短期資金を一定期間(概ね５年間)継続してご利用いただくことにより、ご利用期間内の
安定した資金繰りを確保していただけます。

経営相談付長期設備資金 順 風 満 帆 2,000万円以上
２億８千万円以内 20年

金融機関所定

1.80以内 必要に応じ 設備投資や事業拡大を行う場合に、低利・長期の資金調達を可能にするとともに、外部の専門家を派遣しサポートを
行います。

当 座 貸 越 根 保 証 当 貸 ２億８千万円

２年
（更新可） 1.62以内

保証金額
５千万円までは
原則不要

秋田銀行、北都銀行、秋田信金、羽
後信金、秋田県信組（当貸、特定社
債除く）、みずほ銀行、三菱ＵＦＪ
銀行（特定社債のみ）、青森銀行、
みちのく銀行、荘内銀行、山形銀行、
岩手銀行（カード、カードmini除
く）、東北銀行、七十七銀行、きら
やか銀行、北日本銀行（特定社債
除く）、商工中金（カード、カード
mini除く）、かづの農協（当貸のみ）

予め当座貸越枠を設定することで、事業資金を反復継続的に安定して調達できます。

事 業 者 カ ー ド ロ ー ン カ ー ド 2,000万円 原則不要 金融機関のＡＴＭやファームバンキングを使ってタイムリーに資金調達できます。

小規模企業者カードローン カ ー ドmin i 一般枠：300万円
創業者枠：100万円 原則不要 従業員数20名以下（商業、サービス業は５名以下）の小規模企業者の方のタイムリーな資金調達を支援します。

経 営 承 継 関 連 保 証 経 営 承 継 ２億８千万円

運転　10年
設備　15年

1.90以内

必要に応じ

約定書締結金融機関

事業承継に伴い、会社または個人である中小企業者が株式や事業用資産の取得資金を調達できます。（会社または個人
である中小企業者による自社株式等取得資金など）

特 定 経 営 承 継 関 連 保 証 特 定 経 営 承 継 ２億８千万円 事業承継に伴い、新たな代表者が株式や事業用資産の取得資金を調達できます。 （前代表者が所有する株式等取得資
金など）

経 営 承 継 準 備 関 連 保 証 経 営 承 継 準 備 ２億８千万円 他の中小企業者が事業承継を行うため、当該承継に不可欠な株式や事業用資産の取得資金を調達できます。（M＆Aに
よる株式等取得資金など）

特定経営承継準備関連保証 特定経営承継準備 ２億８千万円 1.15以内 事業を営んでいない個人が経営承継を行うため、当該承継に不可欠な株式や事業用資産の取得資金を調達できます。 
（代表権を持たない役員、従業員、親族内外、第三者による株式等取得資金など）

事 業 承 継 特 別 保 証 承 継 特 別 ２億８千万円

10年

1.90以内
（経営者保証 
コーディネーター
の確認を受けた方は
1.15%以内）

経 営 承 継 借 換 関 連 保 証 承 継 借 換 ２億８千万円

1.90以内
（経営者保証 
コーディネーター
の確認を受けた方は
1.15％以内）

税 理 士 推 薦 特 別 保 証 税 理 士 推 薦
2,000万円

（直近における
平均月商の

３カ月の範囲内）
1.90以内 原則不要 東北税理士会秋田県支部連合会に所属する税理士及び税理士法人と顧問契約を締結している中小企業者であって、当

該税理士等の推薦を受けた方の資金調達を支援します。

伴 走 支 援 型 特 別 保 証 伴 走 特 別 4,000万円
0.20 必要に応じ

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業者の資金繰り円滑化を図ると共に、金融機関が中小企業者に対し
て継続的な伴走型での支援を実施することにより、中小企業者の経営の安定や生産性等の向上を支援します。

事 業 再 生 計 画 実 施 関 連 
保 証（ 感 染 症 対 応 型 ） 改 善 サ ポ 感 染 ２億8,000万円 15年

新型コロナウイルス感染症の影響等により業況が悪化する中、早期の事業再生に向けた取り組みを促すため、認定支
援機関の指導又は助言を受けて作成した事業再生の計画等に従って事業再生を行う中小企業者の資金調達を支援しま
す。

流 動 資 産 担 保 融 資 保 証 流 動 資 産 ２億円 １年
（更新可） 0.68以内 在庫または

売掛債権のみ 在庫や取引先に対して有する売掛債権を担保として活用し、事業資金を調達できます。

伴走支援型特別保証
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業者への資金調達を行うにあ
たり、経営に係る現況・課題を克服するための取組事項などを盛り込んだ「経営行動
計画書」を作成し、金融機関が継続的な伴走支援を行うことで、中小企業者の経営の
安定や生産性等の向上を図るための制度です。

本制度の特徴
○国から一部信用保証料の補助が受けられます。

業企小中、にもととるす認確を況状の営経、回一に期半四てしと則原、は関機融金 ○
者から計画の実行状況等の報告が必要です。

以下の要件に該当する方がご利用できます。
クッェチ件要用利✓□

とこるあで上以％51が率少減上売、りおてけ受を響影の症染感スルイウナロコ型新 ①
について市町村の認定を受けた方

告報を等況状行実の画計てし対に会協証保び及関機融金、きづ基に書画計動行営経 ②
すること

借 入 限 度 額 4,000万円

保 証 期 間 10年以内（据置期間５年以内）

借 入 利 率 金融機関所定利率

保 証 料 率 0.20%

資 金 使 途 経営の安定に必要な運転資金・設備資金

秋田県危機関連融資保証
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている県内中小企業者について、信用保証
料を全額負担するなど秋田県独自の支援を行い、中小企業者の経営の安定を図るため
の制度です。

本制度の特徴
○秋田県経営安定資金とは別枠です。

。すまきで入借で利低に更もりよ度制の他、れらけ受が助補の料証保用信らか県田秋 ○

以下の要件に該当する方がご利用できます。
クッェチ件要用利✓□

ていつにとこるあで上以％51が率少減上売りよに響影の症染感スルイウナロコ型新 ①
市町村の認定を受けている方

とこるす告報ていつにどな況業、け受をグンリタニモの関機融金にとご期半 ②

借 入 限 度 額 5,000万円

保 証 期 間 10年以内（据置期間２年以内）

借 入 利 率 1.15%

保 証 料 率 0％（全額県補給）

資 金 使 途 経営の安定に必要な運転資金・設備資金

事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）
　新型コロナウイルス感染症の影響により業況が悪化する中、認定支援機関の指導又
は助言を受けて作成した「事業再生計画」に基づき、事業再生を行う中小企業者への
資金調達を支援することにより、中小企業者の活力の再生を図るための制度です。

本制度の特徴
○国から一部信用保証料の補助が受けられます。

業企小中、にもととるす認確を況状の営経、回一に期半四てしと則原、は関機融金 ○
者から計画の実行状況等の報告が必要です。

以下の要件に該当する方がご利用できます。
クッェチ件要用利✓□

を生再業事、てっ従に画計生再業事たし成作てけ受を言助は又導指の関機援支定認 ①
行う方

す告報を等況状行実の画計てし対に会協証保び及関機融金、きづ基に画計生再業事 ②
ること

借 入 限 度 額 ２億8,000万円

保 証 期 間 15年以内（据置期間５年以内）

借 入 利 率 金融機関所定利率

保 証 料 率 0.20%

資 金 使 途 事業再生の計画の実施に必要な運転資金・設備資金

事業承継の段階における資金調達にあたり、一定の要件を満たす中小企業者については経営者を含めて保証人を不要
とすることができます。事業承継・引継ぎ支援センターが雇用する経営者保証コーディネーターから事業承継に係る
計画及び財務内容その他の経営の状況の確認を受けた場合、保証料率を引き下げします。また、既存の経営者保証あ
りの借入金についても借り換えできます。

経営承継を予定している会社であって、一定の要件を満たすことについて知事の認定を受けた中小企業者について、
その会社の経営者が経営者保証を提供している債務を、経営者保証が不要とする融資に借り換えることで、経営者
保証の解除を行います。事業引継・支援センターが雇用する経営者保証コーディネーターから事業承継に係る計画及
び財務内容その他の経営の状況の確認を受けた場合、保証料を引下げします。
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主な保証制度一覧　（国制度・協会制度） 当協会では、中小企業の皆様の様々な資金需要に対応した各種の保証制度を用意しております。
連帯保証人は、原則として、法人の場合は代表者のみ、個人の場合は不要です。

秋田県事業承継資金融資特別保証『バトンタッチ』
　事業承継の段階における資金調達にあたり、一定の財務要件を満たす中小企業者に
ついては経営者を含めて保証人を不要とすることができます。また、事業承継に係る
計画及び財務内容等の経営状況について経営者保証コーディネーターの確認を受けた
場合は、借入料率及び保証料率が優遇されます。

本制度の特徴
〇経営者保証を不要とすることができる。

え換り借で）しな証保者営経（度制本、ていつに）りあ証保者営経（金入借の存既 〇
が可能。

以下の要件に該当する方がご利用できます。
クッェチ件要用利✓□

し過経年3、し継承業事に降以月1年2和令は又方るいてし定予を継承業事らかれこ ①
ていない方

、るいてれさなが離分の者営経と人法、いなが金入借るいてし和緩済返、過超産資 ②
EBITDA有利子負債倍率10倍以内であること

借 入 限 度 額 ２億円

保 証 期 間 10年以内（据置期間１年以内）

借 入 利 率 1.30％
（経営者保証コーディネーターの確認を受けた場合、1.10％）

保 証 料 率 0.60％以内
（経営者保証コーディネーターの確認を受けた場合、０％）

資 金 使 途
事業承継時までに必要な資金
既存の借入金返済資金

。る限に金資済返金入借の存既の前継承業事、は方のみ済継承業事、しだた ※

令和３年４月１日現在

制　度　名 略　称 借入限度額 保証期間 借入利率
（％）

保証料率
（企業負担、％） 担　保 取扱金融機関 備　　　考

度
制
証
保
別
特
の
会
協
証
保
・
国

継 続 型 短 期 融 資 保 証 継 続 短 期 100万円以上
5,000千万円以内

１年
（ただし、５回まで

更新可能）
1.5以内 1.80以内 必要に応じ

約定書締結金融機関
経常運転資金の一部について短期資金を一定期間(概ね５年間)継続してご利用いただくことにより、ご利用期間内の
安定した資金繰りを確保していただけます。

経営相談付長期設備資金 順 風 満 帆 2,000万円以上
２億８千万円以内 20年

金融機関所定

1.80以内 必要に応じ 設備投資や事業拡大を行う場合に、低利・長期の資金調達を可能にするとともに、外部の専門家を派遣しサポートを
行います。

当 座 貸 越 根 保 証 当 貸 ２億８千万円

２年
（更新可） 1.62以内

保証金額
５千万円までは
原則不要

秋田銀行、北都銀行、秋田信金、羽
後信金、秋田県信組（当貸、特定社
債除く）、みずほ銀行、三菱ＵＦＪ
銀行（特定社債のみ）、青森銀行、
みちのく銀行、荘内銀行、山形銀行、
岩手銀行（カード、カードmini除
く）、東北銀行、七十七銀行、きら
やか銀行、北日本銀行（特定社債
除く）、商工中金（カード、カード
mini除く）、かづの農協（当貸のみ）

予め当座貸越枠を設定することで、事業資金を反復継続的に安定して調達できます。

事 業 者 カ ー ド ロ ー ン カ ー ド 2,000万円 原則不要 金融機関のＡＴＭやファームバンキングを使ってタイムリーに資金調達できます。

小規模企業者カードローン カ ー ドmin i 一般枠：300万円
創業者枠：100万円 原則不要 従業員数20名以下（商業、サービス業は５名以下）の小規模企業者の方のタイムリーな資金調達を支援します。

経 営 承 継 関 連 保 証 経 営 承 継 ２億８千万円

運転　10年
設備　15年

1.90以内

必要に応じ

約定書締結金融機関

事業承継に伴い、会社または個人である中小企業者が株式や事業用資産の取得資金を調達できます。（会社または個人
である中小企業者による自社株式等取得資金など）

特 定 経 営 承 継 関 連 保 証 特 定 経 営 承 継 ２億８千万円 事業承継に伴い、新たな代表者が株式や事業用資産の取得資金を調達できます。 （前代表者が所有する株式等取得資
金など）

経 営 承 継 準 備 関 連 保 証 経 営 承 継 準 備 ２億８千万円 他の中小企業者が事業承継を行うため、当該承継に不可欠な株式や事業用資産の取得資金を調達できます。（M＆Aに
よる株式等取得資金など）

特定経営承継準備関連保証 特定経営承継準備 ２億８千万円 1.15以内 事業を営んでいない個人が経営承継を行うため、当該承継に不可欠な株式や事業用資産の取得資金を調達できます。 
（代表権を持たない役員、従業員、親族内外、第三者による株式等取得資金など）

事 業 承 継 特 別 保 証 承 継 特 別 ２億８千万円

10年

1.90以内
（経営者保証 
コーディネーター
の確認を受けた方は
1.15%以内）

経 営 承 継 借 換 関 連 保 証 承 継 借 換 ２億８千万円

1.90以内
（経営者保証 
コーディネーター
の確認を受けた方は
1.15％以内）

税 理 士 推 薦 特 別 保 証 税 理 士 推 薦
2,000万円

（直近における
平均月商の

３カ月の範囲内）
1.90以内 原則不要 東北税理士会秋田県支部連合会に所属する税理士及び税理士法人と顧問契約を締結している中小企業者であって、当

該税理士等の推薦を受けた方の資金調達を支援します。

伴 走 支 援 型 特 別 保 証 伴 走 特 別 4,000万円
0.20 必要に応じ

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業者の資金繰り円滑化を図ると共に、金融機関が中小企業者に対し
て継続的な伴走型での支援を実施することにより、中小企業者の経営の安定や生産性等の向上を支援します。

事 業 再 生 計 画 実 施 関 連 
保 証（ 感 染 症 対 応 型 ） 改 善 サ ポ 感 染 ２億8,000万円 15年

新型コロナウイルス感染症の影響等により業況が悪化する中、早期の事業再生に向けた取り組みを促すため、認定支
援機関の指導又は助言を受けて作成した事業再生の計画等に従って事業再生を行う中小企業者の資金調達を支援しま
す。

流 動 資 産 担 保 融 資 保 証 流 動 資 産 ２億円 １年
（更新可） 0.68以内 在庫または

売掛債権のみ 在庫や取引先に対して有する売掛債権を担保として活用し、事業資金を調達できます。

伴走支援型特別保証
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業者への資金調達を行うにあ
たり、経営に係る現況・課題を克服するための取組事項などを盛り込んだ「経営行動
計画書」を作成し、金融機関が継続的な伴走支援を行うことで、中小企業者の経営の
安定や生産性等の向上を図るための制度です。

本制度の特徴
○国から一部信用保証料の補助が受けられます。

業企小中、にもととるす認確を況状の営経、回一に期半四てしと則原、は関機融金 ○
者から計画の実行状況等の報告が必要です。

以下の要件に該当する方がご利用できます。
クッェチ件要用利✓□

とこるあで上以％51が率少減上売、りおてけ受を響影の症染感スルイウナロコ型新 ①
について市町村の認定を受けた方

告報を等況状行実の画計てし対に会協証保び及関機融金、きづ基に書画計動行営経 ②
すること

借 入 限 度 額 4,000万円

保 証 期 間 10年以内（据置期間５年以内）

借 入 利 率 金融機関所定利率

保 証 料 率 0.20%

資 金 使 途 経営の安定に必要な運転資金・設備資金

秋田県危機関連融資保証
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている県内中小企業者について、信用保証
料を全額負担するなど秋田県独自の支援を行い、中小企業者の経営の安定を図るため
の制度です。

本制度の特徴
○秋田県経営安定資金とは別枠です。

。すまきで入借で利低に更もりよ度制の他、れらけ受が助補の料証保用信らか県田秋 ○

以下の要件に該当する方がご利用できます。
クッェチ件要用利✓□

ていつにとこるあで上以％51が率少減上売りよに響影の症染感スルイウナロコ型新 ①
市町村の認定を受けている方

とこるす告報ていつにどな況業、け受をグンリタニモの関機融金にとご期半 ②

借 入 限 度 額 5,000万円

保 証 期 間 10年以内（据置期間２年以内）

借 入 利 率 1.15%

保 証 料 率 0％（全額県補給）

資 金 使 途 経営の安定に必要な運転資金・設備資金

事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）
　新型コロナウイルス感染症の影響により業況が悪化する中、認定支援機関の指導又
は助言を受けて作成した「事業再生計画」に基づき、事業再生を行う中小企業者への
資金調達を支援することにより、中小企業者の活力の再生を図るための制度です。

本制度の特徴
○国から一部信用保証料の補助が受けられます。

業企小中、にもととるす認確を況状の営経、回一に期半四てしと則原、は関機融金 ○
者から計画の実行状況等の報告が必要です。

以下の要件に該当する方がご利用できます。
クッェチ件要用利✓□

を生再業事、てっ従に画計生再業事たし成作てけ受を言助は又導指の関機援支定認 ①
行う方

す告報を等況状行実の画計てし対に会協証保び及関機融金、きづ基に画計生再業事 ②
ること

借 入 限 度 額 ２億8,000万円

保 証 期 間 15年以内（据置期間５年以内）

借 入 利 率 金融機関所定利率

保 証 料 率 0.20%

資 金 使 途 事業再生の計画の実施に必要な運転資金・設備資金

事業承継の段階における資金調達にあたり、一定の要件を満たす中小企業者については経営者を含めて保証人を不要
とすることができます。事業承継・引継ぎ支援センターが雇用する経営者保証コーディネーターから事業承継に係る
計画及び財務内容その他の経営の状況の確認を受けた場合、保証料率を引き下げします。また、既存の経営者保証あ
りの借入金についても借り換えできます。

経営承継を予定している会社であって、一定の要件を満たすことについて知事の認定を受けた中小企業者について、
その会社の経営者が経営者保証を提供している債務を、経営者保証が不要とする融資に借り換えることで、経営者
保証の解除を行います。事業引継・支援センターが雇用する経営者保証コーディネーターから事業承継に係る計画及
び財務内容その他の経営の状況の確認を受けた場合、保証料を引下げします。

信
用
保
証
協
会

と
は
／

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

秋
田
県
信
用

保
証
協
会

役
員
・
組
織
図

信
用
補
完

制
度
に
つ
い
て

信
用
保
証
の

利
用
に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
秋
田
県
制
度
）

令
和
３
年
度

経
営
計
画
に

つ
い
て

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
国
制
度
・
協
会
制
度
）
主
な
保
証
制
度

（
市
町
村
制
度
）

信
用
保
証
料

責
任
共
有
制
度

令
和
２
年
度

決
算
報
告

第
６
次
中
期

事
業
計
画
に

つ
い
て

令
和
２
年
度

業
務
実
績

信
用
保
証
協
会

と
は
／

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

秋
田
県
信
用

保
証
協
会

役
員
・
組
織
図

信
用
補
完

制
度
に
つ
い
て

信
用
保
証
の

利
用
に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
秋
田
県
制
度
）

令
和
３
年
度

経
営
計
画
に

つ
い
て

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
国
制
度
・
協
会
制
度
）
主
な
保
証
制
度

（
市
町
村
制
度
）

信
用
保
証
料

責
任
共
有
制
度

令
和
２
年
度

決
算
報
告

第
６
次
中
期

事
業
計
画
に

つ
い
て

令
和
２
年
度

業
務
実
績

DISCLOSURE 2021  Credit Guarantee Corporation of Akita-Ken

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
す
る

取
り
組
み

企
業
支
援
の

た
め
の

取
り
組
み

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
す
る

取
り
組
み

企
業
支
援
の

た
め
の

取
り
組
み

個
人
情
報
の

保
護
に
つ
い
て

個
人
情
報
の

保
護
に
つ
い
て

DISCLOSURE  2021 13



企業支援のための取り組み

　お客様が「強み」を伸ばし、また課題を解決するためのお
手伝いとして、マーケティングや情報システム化、税務・会
計など様々な分野の専門家を派遣しております。派遣に係
る費用は当協会が負担いたしますので、お客様には無料※で
ご利用いただけます。令和2年度は52企業からご利用いた
だきました。
　ご利用いただいたお客様からは、「財務内容の改善」「役職
員の知識・技術力の向上」「売上や利益の増加」などの効果が
あったと報告を受けており、事業の成長につながる活用が
図られています。
　※派遣回数を超えた分の費用は、お客様の負担となる場合があります。

専門家派遣事業

　当協会を利用されているお客様の経営改善活動をサポー
トするため、一般社団法人ＣＲＤ協会が提供している経営
分析ツールの中小企業経営診断システム(Management 
consulting Support System／略称：McSS）によって得
られた財務分析などの総合評価結果診断書を無料で提供し
ています。（※法人企業限定）
　McSSは、お客様の財務状況について評価し、蓄積された
全国データを比較した信用力の「位置づけ」と、財務面の「強
み・弱み」を表示する「財務診断ツール」であり、令和2年度は
347企業に資料を提供しました。

経営診断サービスの提供

対　　　象

旅費・宿泊費

派 遣 回 数 最大５回

謝　　　金 専門家への謝金は当協会が負担します

派遣先企業数 １００社 ( 予定 )

当協会をご利用中の方・これからご利用される方
　(原則年１回専門家派遣事業のご利用が可能です。) 

専門家の旅費・宿泊費は当協会が負担します
　(ただし、金額に上限があります )
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 H27 H28 H29 H30 R1 R2

利用企業者数推移（社 /者）

主な保証制度一覧　（市町村制度）
令和３年４月1日現在

市町村名 略　称 資金使途 借入限度額 借入期間 借入金利（％）
秋 田 市 マ ル 市

運転・設備

3,000 万円

10年 1.75

男 鹿 市 マ ル 男 1,500 万円
潟 上 市 マ ル Ｋ 2,000 万円
五 城 目 町 マ ル 五 1,000 万円
八 郎 潟 町 マ ル 八 1,000 万円
井 川 町 マ ル 井 1,000 万円
大 潟 村 マ ル 潟 1,000 万円
大 館 市 マ ル 大

運転・設備

2,000 万円

10年 1.75
鹿 角 市 マ ル 鹿 2,000 万円
北 秋 田 市 マ ル 北 1,500 万円
小 坂 町 マ ル 坂 1,000 万円
上 小 阿 仁 村 マ ル 上 1,000 万円
能 代 市 マ ル 能

運転・設備
2,000 万円

10年 1.75八 峰 町 マ ル 橅 1,000 万円
三 種 町 マ ル 三 2,000 万円
藤 里 町 マ ル 藤 1,000 万円
由 利 本 荘 市 マ ル 荘 運転・設備 2,000 万円 7年 1.95に か ほ 市 マ ル に 2,000 万円 10年
大 仙 市 マ ル 仙

運転・設備
2,000 万円

10年 1.75仙 北 市 マ ル セ 2,000 万円
美 郷 町 マ ル 美 1,500 万円
横 手 市 マ ル 横

運転・設備
2,000 万円 10年 1.75湯 沢 市 マ ル ゆ 2,000 万円

羽 後 町 マ ル 羽 2,000 万円 15年 所定
東 成 瀬 村 マ ル 東 運転 1,000 万円 10年 1.75設備 2,000 万円

① 一般資金（原則として、責任共有制度の対象となります）

市町村名 略称 資金使途 借入限度額 借入期間 借入金利（％）
秋 田 市 マ ル 市 小 口

運転・設備

2,000 万円

10年 1.55

男 鹿 市 マ ル 男 小 口 1,500 万円
潟 上 市 マ ル Ｋ 小 口 1,250 万円
五 城 目 町 マ ル 五 小 口 1,000 万円
八 郎 潟 町 マ ル 八 小 口 1,000 万円
井 川 町 マ ル 井 小 口 1,000 万円
大 潟 村 マ ル 潟 小 口 1,000 万円
大 館 市 マ ル 大 小 口 運転・設備 1,250 万円 10年 1.55鹿 角 市 マ ル 鹿 小 口 2,000 万円
能 代 市 マ ル 能 小 口

運転・設備
2,000 万円

10年 1.55八 峰 町 マ ル 橅 小 口 1,000 万円
三 種 町 マ ル 三 小 口 2,000 万円
藤 里 町 マ ル 藤 小 口 1,000 万円
由 利 本 荘 市 マ ル 荘 小 口 運転・設備 2,000 万円 7年 1.75に か ほ 市 マ ル に 小 口 2,000 万円 10年
大 仙 市 マ ル 仙 小 口

運転・設備
1,250 万円

10年 1.55仙 北 市 マ ル セ 小 口 1,250 万円
美 郷 町 マ ル 美 小 口 1,250 万円
横 手 市 マ ル 横 小 口 運転・設備 1,250 万円

10年 1.55湯 沢 市 マ ル ゆ 小 口 2,000 万円
東 成 瀬 村 マ ル 東 小 口 運転 1,000 万円

設備 2,000 万円

・これらの制度は『責任共有制度』の対象から除外されており、100％保証となります。
規小るなと内以円万000,2、が計合のと額金入借いし新と高残入借付証保の存既、で）下以名5は合場の業スビーサ・業商（下以名02数員業従 ・

模企業者の方が対象となります。

② 小規模事業者向けの資金

市町村名 略称 資金使途 借入限度額 借入期間 借入金利（％）
秋 田 市 マ ル 市 創 業

運転・設備

2,000 万円

10年

1.55（1.75）秋 田 市 マ ル 無 500 万円
男 鹿 市 マ ル 男 創 業 1,000 万円

1.55五 城 目 町 マ ル 五 創 業 1,000 万円
八 郎 潟 町 マ ル 八 創 業 1,000 万円
井 川 町 マ ル 井 創 業 1,000 万円
大 館 市 マ ル 大 創 業

運転・設備
1,000 万円

10年 1.55鹿 角 市 マ ル 鹿 創 業 1,000 万円
小 坂 町 マ ル 坂 創 業 1,000 万円
能 代 市 マ ル 能 創 業

運転・設備

1,000 万円

10年 1.55八 峰 町 マ ル 橅 創 業 1,000 万円
三 種 町 マ ル 三 創 業 2,000 万円
藤 里 町 マ ル 藤 創 業 1,000 万円
に か ほ 市 マ ル に 創 業 運転・設備 1,000 万円 10年 1.75
大 仙 市 マ ル 仙 創 業

運転・設備
1,000 万円

10年 1.55仙 北 市 マ ル セ 創 業 1,000 万円
美 郷 町 マ ル 美 創 業 1,000 万円
横 手 市 マ ル 横 創 業 運転・設備 1,000 万円 10年 1.55

・これらの制度は『責任共有制度』の対象から除外されており、100％保証となります。
・不動産取得に係る資金は対象外となります。（秋田市を除く）

③ 創業者向けの資金

●各市町村の特別保証制度は、市町村税を完納している方が対象となります。
●担保は必要に応じご提供いただくこともございます。（各小口制度および創業制度は原則無担保となっております。）
●保証料は各市町村で全額補給しております。
● ごでま口窓各会協はくし詳、でのすまいざごが限制の定一にとご村町市、等るなと額度限の金資般一で算合度制各は額度限用利、がすまきでもとこるす用併は度制各 
照会下さい。
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企業支援のための取り組み

　お客様が「強み」を伸ばし、また課題を解決するためのお
手伝いとして、マーケティングや情報システム化、税務・会
計など様々な分野の専門家を派遣しております。派遣に係
る費用は当協会が負担いたしますので、お客様には無料※で
ご利用いただけます。令和2年度は52企業からご利用いた
だきました。
　ご利用いただいたお客様からは、「財務内容の改善」「役職
員の知識・技術力の向上」「売上や利益の増加」などの効果が
あったと報告を受けており、事業の成長につながる活用が
図られています。
　※派遣回数を超えた分の費用は、お客様の負担となる場合があります。

専門家派遣事業

　当協会を利用されているお客様の経営改善活動をサポー
トするため、一般社団法人ＣＲＤ協会が提供している経営
分析ツールの中小企業経営診断システム(Management 
consulting Support System／略称：McSS）によって得
られた財務分析などの総合評価結果診断書を無料で提供し
ています。（※法人企業限定）
　McSSは、お客様の財務状況について評価し、蓄積された
全国データを比較した信用力の「位置づけ」と、財務面の「強
み・弱み」を表示する「財務診断ツール」であり、令和2年度は
347企業に資料を提供しました。

経営診断サービスの提供

対　　　象

旅費・宿泊費

派 遣 回 数 最大５回

謝　　　金 専門家への謝金は当協会が負担します

派遣先企業数 １００社 ( 予定 )

当協会をご利用中の方・これからご利用される方
　(原則年１回専門家派遣事業のご利用が可能です。) 

専門家の旅費・宿泊費は当協会が負担します
　(ただし、金額に上限があります )
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利用企業者数推移（社 /者）

主な保証制度一覧　（市町村制度）
令和３年４月1日現在

市町村名 略　称 資金使途 借入限度額 借入期間 借入金利（％）
秋 田 市 マ ル 市

運転・設備

3,000 万円

10年 1.75

男 鹿 市 マ ル 男 1,500 万円
潟 上 市 マ ル Ｋ 2,000 万円
五 城 目 町 マ ル 五 1,000 万円
八 郎 潟 町 マ ル 八 1,000 万円
井 川 町 マ ル 井 1,000 万円
大 潟 村 マ ル 潟 1,000 万円
大 館 市 マ ル 大

運転・設備

2,000 万円

10年 1.75
鹿 角 市 マ ル 鹿 2,000 万円
北 秋 田 市 マ ル 北 1,500 万円
小 坂 町 マ ル 坂 1,000 万円
上 小 阿 仁 村 マ ル 上 1,000 万円
能 代 市 マ ル 能

運転・設備
2,000 万円

10年 1.75八 峰 町 マ ル 橅 1,000 万円
三 種 町 マ ル 三 2,000 万円
藤 里 町 マ ル 藤 1,000 万円
由 利 本 荘 市 マ ル 荘 運転・設備 2,000 万円 7年 1.95に か ほ 市 マ ル に 2,000 万円 10年
大 仙 市 マ ル 仙

運転・設備
2,000 万円

10年 1.75仙 北 市 マ ル セ 2,000 万円
美 郷 町 マ ル 美 1,500 万円
横 手 市 マ ル 横

運転・設備
2,000 万円 10年 1.75湯 沢 市 マ ル ゆ 2,000 万円

羽 後 町 マ ル 羽 2,000 万円 15年 所定
東 成 瀬 村 マ ル 東 運転 1,000 万円 10年 1.75設備 2,000 万円

① 一般資金（原則として、責任共有制度の対象となります）

市町村名 略称 資金使途 借入限度額 借入期間 借入金利（％）
秋 田 市 マ ル 市 小 口

運転・設備

2,000 万円

10年 1.55

男 鹿 市 マ ル 男 小 口 1,500 万円
潟 上 市 マ ル Ｋ 小 口 1,250 万円
五 城 目 町 マ ル 五 小 口 1,000 万円
八 郎 潟 町 マ ル 八 小 口 1,000 万円
井 川 町 マ ル 井 小 口 1,000 万円
大 潟 村 マ ル 潟 小 口 1,000 万円
大 館 市 マ ル 大 小 口 運転・設備 1,250 万円 10年 1.55鹿 角 市 マ ル 鹿 小 口 2,000 万円
能 代 市 マ ル 能 小 口

運転・設備
2,000 万円

10年 1.55八 峰 町 マ ル 橅 小 口 1,000 万円
三 種 町 マ ル 三 小 口 2,000 万円
藤 里 町 マ ル 藤 小 口 1,000 万円
由 利 本 荘 市 マ ル 荘 小 口 運転・設備 2,000 万円 7年 1.75に か ほ 市 マ ル に 小 口 2,000 万円 10年
大 仙 市 マ ル 仙 小 口

運転・設備
1,250 万円

10年 1.55仙 北 市 マ ル セ 小 口 1,250 万円
美 郷 町 マ ル 美 小 口 1,250 万円
横 手 市 マ ル 横 小 口 運転・設備 1,250 万円

10年 1.55湯 沢 市 マ ル ゆ 小 口 2,000 万円
東 成 瀬 村 マ ル 東 小 口 運転 1,000 万円

設備 2,000 万円

・これらの制度は『責任共有制度』の対象から除外されており、100％保証となります。
規小るなと内以円万000,2、が計合のと額金入借いし新と高残入借付証保の存既、で）下以名5は合場の業スビーサ・業商（下以名02数員業従 ・

模企業者の方が対象となります。

② 小規模事業者向けの資金

市町村名 略称 資金使途 借入限度額 借入期間 借入金利（％）
秋 田 市 マ ル 市 創 業

運転・設備

2,000 万円

10年

1.55（1.75）秋 田 市 マ ル 無 500 万円
男 鹿 市 マ ル 男 創 業 1,000 万円

1.55五 城 目 町 マ ル 五 創 業 1,000 万円
八 郎 潟 町 マ ル 八 創 業 1,000 万円
井 川 町 マ ル 井 創 業 1,000 万円
大 館 市 マ ル 大 創 業

運転・設備
1,000 万円

10年 1.55鹿 角 市 マ ル 鹿 創 業 1,000 万円
小 坂 町 マ ル 坂 創 業 1,000 万円
能 代 市 マ ル 能 創 業

運転・設備

1,000 万円

10年 1.55八 峰 町 マ ル 橅 創 業 1,000 万円
三 種 町 マ ル 三 創 業 2,000 万円
藤 里 町 マ ル 藤 創 業 1,000 万円
に か ほ 市 マ ル に 創 業 運転・設備 1,000 万円 10年 1.75
大 仙 市 マ ル 仙 創 業

運転・設備
1,000 万円

10年 1.55仙 北 市 マ ル セ 創 業 1,000 万円
美 郷 町 マ ル 美 創 業 1,000 万円
横 手 市 マ ル 横 創 業 運転・設備 1,000 万円 10年 1.55

・これらの制度は『責任共有制度』の対象から除外されており、100％保証となります。
・不動産取得に係る資金は対象外となります。（秋田市を除く）

③ 創業者向けの資金

●各市町村の特別保証制度は、市町村税を完納している方が対象となります。
●担保は必要に応じご提供いただくこともございます。（各小口制度および創業制度は原則無担保となっております。）
●保証料は各市町村で全額補給しております。
● ごでま口窓各会協はくし詳、でのすまいざごが限制の定一にとご村町市、等るなと額度限の金資般一で算合度制各は額度限用利、がすまきでもとこるす用併は度制各 
照会下さい。
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　創業を計画している方や創業後間もない方を対象に、当協会の創業支援担当職員が、創業前
から事業が安定するまで一貫した支援を行います。
　令和2年度の創業者向け保証制度の実績は利用企業者202社、保証承諾額1,048百万円と
なりました。

創業支援

◆企業訪問・フォローアップ
　お客様を訪問し、創業後の状況やお悩みを共有し、お客様の課
題解決に向けてサポートを行います。
　令和2年10月に新型コロナウイルス感染症の影響を受けている
創業者に対し、フォローアップの一環として325社にダイレクト
メールを発送し、金融・経営相談に対応いたしました。
◆創業ガイドブックの作成・支援メニューの提供
　創業のための準備、創業に関する保証制度や関係機関の補助金
等の情報をご提供します。
◆起業塾への職員派遣
　関係機関が主催する起業者向けのセミナー等に創業支援担当職
員が出席し、創業者向け保証制度についてなど説明を行っており
ます。
◆起業者交流会の開催
　起業・創業に必要な情報提供を行うほか、不安感解消や人脈形
成のお手伝いとして、企業者同士の交流の場をご提供します。

　経営者の高齢化、後継者不在による事業承継問題が深刻化していることから、事業承継をお
考えのお客様に対して様々な支援を行います。

事業承継支援

相談窓口メニュー

関係機関との連携

◆秋田県事業承継資金融資特別保証『バトンタッチ』の利用推進
　円滑な事業承継を支援するため、一定の要件を満たす企業につ
いて、事業承継時の経営者保証を不要とする秋田県事業承継資金
融資特別保証『バトンタッチ』を令和2年4月1日に創設し、令和
2年度の実績は利用企業者9社、保証承諾額494百万円となりま
した。
　また、当協会の顧客データを基に、『バトンタッチ』の財務要
件を満たす1,128企業に対してダイレクトメールを発送し、同制
度の周知を行いました。
◆ニーズに応じた保証制度の利用
　企業間買収（Ｍ＆Ａ）のための経営承継準備関連保証や従業員
等による企業買収（ＥＢＯ）など、様々な事業形態に応じてご利
用できる特別保証制度をご用意しております。
◆関係機関との連携強化
　金融機関と連携し、将来の事業存続に課題や悩みを抱えるお客
様を訪問し、事業承継に向けた準備や、必要に応じて事業承継相
談機関等へ斡旋を行います。

◆秋田県中小企業支援ネットワーク

 

　中小企業の育成・再生のトータルサポートを行うため、秋田県・金融機関・経営支援機関等と
「秋田県中小企業支援ネットワーク」を形成し、情報共有や個別企業の支援を行っています。

　当協会では、下記の様々な相談窓口を設けて対応しております。お近くの協会窓口または
当協会ホームページよりお気軽にご相談ください。
　（お近くの協会窓口は最終ページをご参照ください）

経営サポート会議
バンクミーティング（個別企業支援）

情報化推進
ワーキンググループ
企業の情報化を促進する
効果的な事業手法に関する検討

事業承継
ワーキンググループ
システム構築、現状分析

普及啓発

集中支援
ワーキンググループ
   個別企業への集中支援、
専門家派遣、販路拡大

資金繰り
相談

事業計画
経営計画
策定支援

ICT・情報化
デザイン
知的財産

商談会
展示会

経営診断
サービス

金融機関
紹介相談

ネットワーク会議（代表者会・担当者会・相談担当者会）
中小企業の育成・再生のトータルサポートの方向性や情報の共有

メンバー：東北経済産業局、東北財務局秋田財務事務所、秋田県、政府系金融機関、
地域金融機関、経営支援機関、当協会

中　小　企　業

中小企業の育成・再生のトータルサポート

秋田県中小企業支援ネットワーク

※集中支援ワーキンググループおよび経営サポート会議（バンクミーティング含む）については、当協会が事務局を担当しています。
令和２年度開催回数　　　経営サポート会議　67回　　　集中支援ワーキンググループ会議　５企業支援
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　創業を計画している方や創業後間もない方を対象に、当協会の創業支援担当職員が、創業前
から事業が安定するまで一貫した支援を行います。
　令和2年度の創業者向け保証制度の実績は利用企業者202社、保証承諾額1,048百万円と
なりました。

創業支援

◆企業訪問・フォローアップ
　お客様を訪問し、創業後の状況やお悩みを共有し、お客様の課
題解決に向けてサポートを行います。
　令和2年10月に新型コロナウイルス感染症の影響を受けている
創業者に対し、フォローアップの一環として325社にダイレクト
メールを発送し、金融・経営相談に対応いたしました。
◆創業ガイドブックの作成・支援メニューの提供
　創業のための準備、創業に関する保証制度や関係機関の補助金
等の情報をご提供します。
◆起業塾への職員派遣
　関係機関が主催する起業者向けのセミナー等に創業支援担当職
員が出席し、創業者向け保証制度についてなど説明を行っており
ます。
◆起業者交流会の開催
　起業・創業に必要な情報提供を行うほか、不安感解消や人脈形
成のお手伝いとして、企業者同士の交流の場をご提供します。

　経営者の高齢化、後継者不在による事業承継問題が深刻化していることから、事業承継をお
考えのお客様に対して様々な支援を行います。

事業承継支援

相談窓口メニュー

関係機関との連携

◆秋田県事業承継資金融資特別保証『バトンタッチ』の利用推進
　円滑な事業承継を支援するため、一定の要件を満たす企業につ
いて、事業承継時の経営者保証を不要とする秋田県事業承継資金
融資特別保証『バトンタッチ』を令和2年4月1日に創設し、令和
2年度の実績は利用企業者9社、保証承諾額494百万円となりま
した。
　また、当協会の顧客データを基に、『バトンタッチ』の財務要
件を満たす1,128企業に対してダイレクトメールを発送し、同制
度の周知を行いました。
◆ニーズに応じた保証制度の利用
　企業間買収（Ｍ＆Ａ）のための経営承継準備関連保証や従業員
等による企業買収（ＥＢＯ）など、様々な事業形態に応じてご利
用できる特別保証制度をご用意しております。
◆関係機関との連携強化
　金融機関と連携し、将来の事業存続に課題や悩みを抱えるお客
様を訪問し、事業承継に向けた準備や、必要に応じて事業承継相
談機関等へ斡旋を行います。

◆秋田県中小企業支援ネットワーク

 

　中小企業の育成・再生のトータルサポートを行うため、秋田県・金融機関・経営支援機関等と
「秋田県中小企業支援ネットワーク」を形成し、情報共有や個別企業の支援を行っています。

　当協会では、下記の様々な相談窓口を設けて対応しております。お近くの協会窓口または
当協会ホームページよりお気軽にご相談ください。
　（お近くの協会窓口は最終ページをご参照ください）

経営サポート会議
バンクミーティング（個別企業支援）

情報化推進
ワーキンググループ
企業の情報化を促進する
効果的な事業手法に関する検討

事業承継
ワーキンググループ
システム構築、現状分析

普及啓発

集中支援
ワーキンググループ
   個別企業への集中支援、
専門家派遣、販路拡大

資金繰り
相談

事業計画
経営計画
策定支援

ICT・情報化
デザイン
知的財産

商談会
展示会

経営診断
サービス

金融機関
紹介相談

ネットワーク会議（代表者会・担当者会・相談担当者会）
中小企業の育成・再生のトータルサポートの方向性や情報の共有

メンバー：東北経済産業局、東北財務局秋田財務事務所、秋田県、政府系金融機関、
地域金融機関、経営支援機関、当協会

中　小　企　業

中小企業の育成・再生のトータルサポート

秋田県中小企業支援ネットワーク

※集中支援ワーキンググループおよび経営サポート会議（バンクミーティング含む）については、当協会が事務局を担当しています。
令和２年度開催回数　　　経営サポート会議　67回　　　集中支援ワーキンググループ会議　５企業支援
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新型コロナウイルス感染症に関する取り組み

業種名 諾額（百万円）

　令和2年1月に発生した新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内の中小企業・小規模
事業者の皆様への資金繰り支援として、経営安定関連保証（セーフティネット保証）、危機関
連保証に加え、県・市町村と連携し、特別保証制度を創設しました。
　令和2年5月には実質3年間無利子・無担保・最大で保証料全額負担無しとなる「秋田県新型
コロナウイルス感染症対応融資保証」を創設し、経営に支障が生じている中小企業・小規模企
業者の皆様への迅速な資金支援に全力で取り組みました。

　令和2年5月に実質3年間無利子・無担保・最大で保証料全額負担無しとなる「秋田県新型コ
ロナウイルス感染症対応融資保証」が創設され、5、6月の承諾実績は当協会の月間承諾額の
過去最高額（平成10年11月384億円）を更新しました。

　令和3年度においても、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少や資金繰りが厳
しい状況である中小・小規模事業者の皆様への支援に全力で取り組んでまいります。　令和2年度全体の保証承諾実績は承諾件数19,991件、承諾額2,815億62百万円となり、過

去最高額だった平成10年度全体の保証承諾額1,709億円を大きく上回りました。
　新型コロナウイルス感染症対策資金の保証承諾実績は、令和2年度全体の保証承諾実績の
91.3％を占めております。

□新型コロナウイルス感染症への取組み

□月別保証承諾実績

□新型コロナウイルス感染症対策資金の業種別保証実績

□令和２年度の新型コロナウイルス感染症対策資金の保証実績　　　　　　単位：件、百万円

令和2年1月29日 経営相談窓口の設置

令和2年3月2日 セーフティネット保証4号発動
（指定地域：47都道府県）

令和2年3月9日 秋田県経営安定資金新型コロナウイルス感染症対策枠
【県コロナ枠】を創設

令和2年7月1日 国無利子、県無利子の借入限度額が3,000万円から4,000万円
に引き上げ

令和2年12月23日 国無利子、県無利子の取扱期間が令和2年12月31日から
令和3年3月31日まで延長

令和3年1月27日 国無利子、県無利子の借入限度額が4,000万円から6,000万円
に引き上げ

令和2年3月13日 危機関連保証発動

令和3年2月19日
製造業

建設業

卸売業

小売業

飲食店

サービス業

宿泊業

合計

42,005

66,348

26,094

38,665

13,869

42,807

4,098

257,154

制度名 承諾件数

秋田県経営安定資金新型コロナウイルス感染症対策枠

秋田県危機関連融資

秋田県新型コロナウイルス感染症対応融資

秋田県経営安定資金危機対策特別枠

市町村制度（コロナ対策関連）

その他（セーフティネット保証、危機関連保証認定を利用したもの）

合計

154

1,296

13,071

1,153

1,300

82

17,056

承諾額

3,742

28,006

189,584

24,242

9,098

2,482

257,154

国無利子、県無利子の借換制限が緩和される

令和2年3月23日 秋田県危機関連融資保証制度【県危機関連】を創設

令和2年5月15日 信用保証対象業種の拡大

令和2年5月1日 秋田県新型コロナウイルス感染症対応融資保証制度【国無利子】
秋田県経営安定資金危機対策特別枠【県無利子】を創設
セーフティネット保証5号全業種指定

5月、6月において月間
承諾額の過去最高額を更新

製造業
16.3%

建設業
25.8%

卸売業
10.1%

小売業
15.0%

飲食店
5.4%

サービス業
16.6%

宿泊業
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18,71818,718

20,17720,177

32,78532,785

40,43240,432

36,91436,914

13,77613,776

21,11221,11221,00121,00121,75921,759

35,07235,072

42,96442,964
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新型コロナウイルス感染症に関する取り組み

業種名 諾額（百万円）

　令和2年1月に発生した新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内の中小企業・小規模
事業者の皆様への資金繰り支援として、経営安定関連保証（セーフティネット保証）、危機関
連保証に加え、県・市町村と連携し、特別保証制度を創設しました。
　令和2年5月には実質3年間無利子・無担保・最大で保証料全額負担無しとなる「秋田県新型
コロナウイルス感染症対応融資保証」を創設し、経営に支障が生じている中小企業・小規模企
業者の皆様への迅速な資金支援に全力で取り組みました。

　令和2年5月に実質3年間無利子・無担保・最大で保証料全額負担無しとなる「秋田県新型コ
ロナウイルス感染症対応融資保証」が創設され、5、6月の承諾実績は当協会の月間承諾額の
過去最高額（平成10年11月384億円）を更新しました。

　令和3年度においても、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少や資金繰りが厳
しい状況である中小・小規模事業者の皆様への支援に全力で取り組んでまいります。　令和2年度全体の保証承諾実績は承諾件数19,991件、承諾額2,815億62百万円となり、過

去最高額だった平成10年度全体の保証承諾額1,709億円を大きく上回りました。
　新型コロナウイルス感染症対策資金の保証承諾実績は、令和2年度全体の保証承諾実績の
91.3％を占めております。

□新型コロナウイルス感染症への取組み

□月別保証承諾実績

□新型コロナウイルス感染症対策資金の業種別保証実績

□令和２年度の新型コロナウイルス感染症対策資金の保証実績　　　　　　単位：件、百万円

令和2年1月29日 経営相談窓口の設置

令和2年3月2日 セーフティネット保証4号発動
（指定地域：47都道府県）

令和2年3月9日 秋田県経営安定資金新型コロナウイルス感染症対策枠
【県コロナ枠】を創設

令和2年7月1日 国無利子、県無利子の借入限度額が3,000万円から4,000万円
に引き上げ

令和2年12月23日 国無利子、県無利子の取扱期間が令和2年12月31日から
令和3年3月31日まで延長

令和3年1月27日 国無利子、県無利子の借入限度額が4,000万円から6,000万円
に引き上げ

令和2年3月13日 危機関連保証発動

令和3年2月19日
製造業

建設業

卸売業

小売業

飲食店

サービス業

宿泊業

合計

42,005

66,348

26,094

38,665

13,869

42,807

4,098

257,154

制度名 承諾件数

秋田県経営安定資金新型コロナウイルス感染症対策枠

秋田県危機関連融資

秋田県新型コロナウイルス感染症対応融資

秋田県経営安定資金危機対策特別枠

市町村制度（コロナ対策関連）

その他（セーフティネット保証、危機関連保証認定を利用したもの）

合計

154

1,296

13,071

1,153

1,300

82

17,056

承諾額

3,742

28,006

189,584

24,242

9,098

2,482

257,154

国無利子、県無利子の借換制限が緩和される

令和2年3月23日 秋田県危機関連融資保証制度【県危機関連】を創設

令和2年5月15日 信用保証対象業種の拡大

令和2年5月1日 秋田県新型コロナウイルス感染症対応融資保証制度【国無利子】
秋田県経営安定資金危機対策特別枠【県無利子】を創設
セーフティネット保証5号全業種指定

5月、6月において月間
承諾額の過去最高額を更新

製造業
16.3%

建設業
25.8%

卸売業
10.1%

小売業
15.0%

飲食店
5.4%

サービス業
16.6%

宿泊業
1.6%

その他
9.0%

34,34834,348

36,04336,043

14,86814,868

13,34813,348

4,6854,685

18,73618,736

12,54312,543

10,69110,691

18,71818,718

20,17720,177

32,78532,785

40,43240,432

36,91436,914

13,77613,776

21,11221,11221,00121,00121,75921,759

35,07235,072

42,96442,964

39,05539,055

17,11517,115

14,12214,122

12,29112,291

6,1596,159

月の全体額月の全体額

月のコロナ実績額
（新型コロナウイルス感染症対策資金）
月のコロナ実績額

（新型コロナウイルス感染症対策資金）
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令和２年度金融機関別保証状況

保証承諾 （単位：件、百万円、％）

地 方 銀 行

第二地方銀行

信 用 金 庫

信 用 組 合

そ　の　他

合　　　　計

件　数

15,699

223

2,974

1,085

10

19,991

金　額

240,109

3,690

26,488

11,014

261

281,562

前年比

404.9

370.0

352.3

322.0

67.1

393.1

保証残高 （単位：件、百万円、％）

地 方 銀 行

第二地方銀行

信 用 金 庫

信 用 組 合

そ　の　他

合　　　　計

件　数

24,807

392

4,558

1,864

126

31,747

金　額

284,057

4,347

31,418

14,226

1,451

335,499

前年比

189.4

188.3

173.1

184.8

76.1

186.3

代位弁済 （単位：件、百万円、％）

地 方 銀 行

第二地方銀行

信 用 金 庫

信 用 組 合

そ　の　他

合　　　　計

件　数

112

2

25

13

5

157

金　額

936

12

102

37

71

1,158

前年比

51.7

41.0

27.9

19.2

64.8

46.2

金融機関
項目

金融機関
項目

金融機関
項目

■保証残高構成

信用組合 4.2％

その他 0.4％

信用金庫
9.4％

第二
地方銀行
1.3％

地方銀行
84.7％

信用組合 3.9％

その他 0.1％

信用金庫
9.4％

第二
地方銀行
1.3％

地方銀行
85.3％

■保証承諾構成

■代位弁済構成

地方銀行
80.8％

第二
地方銀行
1.0％

その他 6.1％

信用組合
3.2％

信用金庫
8.8％

令和２年度業務実績

保証承諾 （単位：件、百万円、％）

28年度

29年度

30年度

元年度

２年度

件数

8,262

8,109

8,345

7,877

19,991

金額

73,639

74,179

68,689

71,630

281,562

前年比

99.1

100.7

92.6

104.3

393.1

保証残高 （単位：件、百万円、％）

28年度

29年度

30年度

元年度

２年度

件数

28,269

27,652

26,656

26,032

31,747

金額

213,101

200,370

186,788

180,044

335,499

前年比

91.9

94.0

93.2

96.4

186.3

代位弁済 （単位：件、百万円、％）

28年度

29年度

30年度

元年度

２年度

件数

401

419

332

362

157

金額

3,604

3,314

2,737

2,507

1,158

前年比

123.8

92.0

82.6

91.6

46.2

保証利用企業数 （単位：企業、％）

28年度

29年度

30年度

元年度

２年度

企業数

13,628

13,551

13,357

13,063

15,183

増減数

-406

-77

-194

-294

2,120

※利用度

40.0

38.6

40.4

39.5

45.9

※利用度：保証利用企業数÷中小企業者数
　　　　（2020年版中小企業白書付属統計資料）

金額、企業数 前年比、利用度

年度
項目

年度
項目

年度
項目

年度
項目

事業概況（過去５年間）

億円 ％

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

736 742 687 716

2,816 400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

億円 ％

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

60

50

40

30

20

10

36
33

27 25

12

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

億円 ％

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

2,131
2,004

1,888 1,800

3,355 200.0

180.0

160.0

140.0

120.0

100.0

80.0

億円 ％

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

15,500

15,000

14,500

14,000

13,500

13,000

12,500

46.0

44.0

42.0

40.0

38.0

36.0

34.0

13,628 13,551
13,357

13,063

15,183
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令和２年度金融機関別保証状況

保証承諾 （単位：件、百万円、％）

地 方 銀 行

第二地方銀行

信 用 金 庫

信 用 組 合

そ　の　他

合　　　　計

件　数

15,699

223

2,974

1,085

10

19,991

金　額

240,109

3,690

26,488

11,014

261

281,562

前年比

404.9

370.0

352.3

322.0

67.1

393.1

保証残高 （単位：件、百万円、％）

地 方 銀 行

第二地方銀行

信 用 金 庫

信 用 組 合

そ　の　他

合　　　　計

件　数

24,807

392

4,558

1,864

126

31,747

金　額

284,057

4,347

31,418

14,226

1,451

335,499

前年比

189.4

188.3

173.1

184.8

76.1

186.3

代位弁済 （単位：件、百万円、％）

地 方 銀 行

第二地方銀行

信 用 金 庫

信 用 組 合

そ　の　他

合　　　　計

件　数

112

2

25

13

5

157

金　額

936

12

102

37

71

1,158

前年比

51.7

41.0

27.9

19.2

64.8

46.2

金融機関
項目

金融機関
項目

金融機関
項目

■保証残高構成

信用組合 4.2％

その他 0.4％

信用金庫
9.4％

第二
地方銀行
1.3％

地方銀行
84.7％

信用組合 3.9％

その他 0.1％

信用金庫
9.4％

第二
地方銀行
1.3％

地方銀行
85.3％

■保証承諾構成

■代位弁済構成

地方銀行
80.8％

第二
地方銀行
1.0％

その他 6.1％

信用組合
3.2％

信用金庫
8.8％

令和２年度業務実績

保証承諾 （単位：件、百万円、％）

28年度

29年度

30年度

元年度

２年度

件数

8,262

8,109

8,345

7,877

19,991

金額

73,639

74,179

68,689

71,630

281,562

前年比

99.1

100.7

92.6

104.3

393.1

保証残高 （単位：件、百万円、％）

28年度

29年度

30年度

元年度

２年度

件数

28,269

27,652

26,656

26,032

31,747

金額

213,101

200,370

186,788

180,044

335,499

前年比

91.9

94.0

93.2

96.4

186.3

代位弁済 （単位：件、百万円、％）

28年度

29年度

30年度

元年度

２年度

件数

401

419

332

362

157

金額

3,604

3,314

2,737

2,507

1,158

前年比

123.8

92.0

82.6

91.6

46.2

保証利用企業数 （単位：企業、％）

28年度

29年度

30年度

元年度

２年度

企業数

13,628

13,551

13,357

13,063

15,183

増減数

-406

-77

-194

-294

2,120

※利用度

40.0

38.6

40.4

39.5

45.9

※利用度：保証利用企業数÷中小企業者数
　　　　（2020年版中小企業白書付属統計資料）

金額、企業数 前年比、利用度

年度
項目

年度
項目

年度
項目

年度
項目

事業概況（過去５年間）

億円 ％

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

736 742 687 716

2,816 400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

億円 ％

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

60

50

40

30

20

10

36
33

27 25

12

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

億円 ％

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

2,131
2,004

1,888 1,800

3,355 200.0

180.0

160.0

140.0

120.0

100.0

80.0

億円 ％

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

15,500

15,000

14,500

14,000

13,500

13,000

12,500

46.0

44.0

42.0

40.0

38.0

36.0

34.0
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13,063
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令和２年度制度別保証状況

制度
項目

保証承諾 （単位：件、百万円、％）

普 通 保 証

協 会 制 度

国　制　度

県　制　度

市町村制度

そ　の　他

合　　　計

件　数

69

1,614

27

16,127

2,154

0

19,991

金　額

2,014

11,301

1,182

252,196

14,869

0

281,562

前年比

46.5

53.8

180.5

1201.6

60.3

－

393.1

保証残高 （単位：件、百万円、％）

普 通 保 証

協 会 制 度

国　制　度

県　制　度

市町村制度

そ　の　他

合　　　計

件　数

581

3,596

119

18,833

8,618

0

31,747

金　額

12,845

27,082

2,813

252,329

40,429

0

335,499

前年比

83.6

75.9

100.3

373.3

69.0

－

186.3

代位弁済 （単位：件、百万円、％）

普 通 保 証

協 会 制 度

国　制　度

県　制　度

市町村制度

そ　の　他

合　　　計

件　数

9

23

3

69

53

0

157

金　額

111

54

52

671

269

0

1,158

前年比

344.9

16.1

315.3

42.0

51.4

－

46.2

制度
項目

制度
項目

■保証承諾構成比

■保証残高構成比

■代位弁済構成比

協会制度
4.0％

県制度
58.0％

市町村制度
23.2％

国制度
0.4％

県制度
89.6％

市町村制度
5.3％

その他 0％ 普通保証 0.7％

その他 0％ 普通保証 9.6％

協会制度 4.7％

国制度
4.5％

協会制度 8.1％

県制度
75.2％

市町村制度
12.1％

その他 0％ 普通保証 3.8％

国制度 0.8％

令和２年度業種別保証状況

保証承諾 （単位：件、百万円、％）

製　造　業

建　設　業

小　売　業

サービス業

卸　売　業

そ　の　他

合　　　　計

件　数

2,723

5,095

5,212

3,772

1,499

1,690

19,991

金　額

42,932

72,564

56,924

51,067

28,789

29,286

281,562

前年比

369.5

388.9

406.0

505.5

341.0

333.2

393.1

保証残高 （単位：件、百万円、％）

製　造　業

建　設　業

小　売　業

サービス業

卸　売　業

そ　の　他

合　　　　計

件　数

4,331

8,100

7,835

5,935

2,224

3,322

31,747

金　額

51,108

82,324

64,452

62,363

32,139

43,112

335,498

前年比

177.9

196.9

191.8

200.9

194.1

152.5

186.3

代位弁済 （単位：件、百万円、％）

製　造　業

建　設　業

小　売　業

サービス業

卸　売　業

そ　の　他

合　　　　計

件　数

38

31

35

24

24

5

157

金　額

473

102

223

179

169

12

1,158

前年比

124.9

32.9

33.9

38.8

37.9

4.6

46.2

業種
項目

業種
項目

業種
項目

■保証承諾構成比

■保証残高構成比

■代位弁済構成比

その他
10.4％

卸売業
10.2％

サービス業
18.1％

小売業
20.2％

建設業
25.8％

製造業
15.2％

サービス業
15.5％

小売業
19.3％

建設業
8.8％

製造業
40.8％

その他 1.0％

卸売業
14.6％

サービス業
18.6％

小売業
19.2％

建設業
24.5％

製造業
15.2％

その他
12.9％

卸売業
9.6％
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令和２年度制度別保証状況

制度
項目

保証承諾 （単位：件、百万円、％）

普 通 保 証

協 会 制 度

国　制　度

県　制　度

市町村制度

そ　の　他

合　　　計

件　数

69

1,614

27

16,127

2,154

0

19,991

金　額

2,014

11,301

1,182

252,196

14,869

0

281,562

前年比

46.5

53.8

180.5

1201.6

60.3

－

393.1

保証残高 （単位：件、百万円、％）

普 通 保 証

協 会 制 度

国　制　度

県　制　度

市町村制度

そ　の　他

合　　　計

件　数

581

3,596

119

18,833

8,618

0

31,747

金　額

12,845

27,082

2,813

252,329

40,429

0

335,499

前年比

83.6

75.9

100.3

373.3

69.0

－

186.3

代位弁済 （単位：件、百万円、％）

普 通 保 証

協 会 制 度

国　制　度

県　制　度

市町村制度

そ　の　他

合　　　計

件　数

9

23

3

69

53

0

157

金　額

111

54

52

671

269

0

1,158

前年比

344.9

16.1

315.3

42.0

51.4

－

46.2

制度
項目

制度
項目

■保証承諾構成比

■保証残高構成比

■代位弁済構成比

協会制度
4.0％

県制度
58.0％

市町村制度
23.2％

国制度
0.4％

県制度
89.6％

市町村制度
5.3％

その他 0％ 普通保証 0.7％

その他 0％ 普通保証 9.6％

協会制度 4.7％

国制度
4.5％

協会制度 8.1％

県制度
75.2％

市町村制度
12.1％

その他 0％ 普通保証 3.8％

国制度 0.8％

令和２年度業種別保証状況

保証承諾 （単位：件、百万円、％）

製　造　業

建　設　業

小　売　業

サービス業

卸　売　業

そ　の　他

合　　　　計

件　数

2,723

5,095

5,212

3,772

1,499

1,690

19,991

金　額

42,932

72,564

56,924

51,067

28,789

29,286

281,562

前年比

369.5

388.9

406.0

505.5

341.0

333.2

393.1

保証残高 （単位：件、百万円、％）

製　造　業

建　設　業

小　売　業

サービス業

卸　売　業

そ　の　他

合　　　　計

件　数

4,331

8,100

7,835

5,935

2,224

3,322

31,747

金　額

51,108

82,324

64,452

62,363

32,139

43,112

335,498

前年比

177.9

196.9

191.8

200.9

194.1

152.5

186.3

代位弁済 （単位：件、百万円、％）

製　造　業

建　設　業

小　売　業

サービス業

卸　売　業

そ　の　他

合　　　　計

件　数

38

31

35

24

24

5

157

金　額

473

102

223

179

169

12

1,158

前年比

124.9

32.9

33.9

38.8

37.9

4.6

46.2

業種
項目

業種
項目

業種
項目

■保証承諾構成比

■保証残高構成比

■代位弁済構成比

その他
10.4％

卸売業
10.2％

サービス業
18.1％

小売業
20.2％

建設業
25.8％

製造業
15.2％

サービス業
15.5％

小売業
19.3％

建設業
8.8％

製造業
40.8％

その他 1.0％

卸売業
14.6％

サービス業
18.6％

小売業
19.2％

建設業
24.5％

製造業
15.2％

その他
12.9％

卸売業
9.6％
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経営者保証を不要とする保証の取扱いについて

　当協会では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、経営者保証を不要とす
る保証の取扱いを行っております。令和元年度における経営者保証に関するガイドラインの活
用実績は以下のとおりです。

①信用保証を承諾した件数（法人・個人を含む）

②無保証人で信用保証を承諾した件数（法人・個人を含む）

③信用保証を承諾した件数のうち無保証人の割合（法人・個人を含む）

19,991

9,842

49.2％

令和２年度

④既存の保証付き融資について、保証人の保証契約を解除した件数 273

令和２年度

⑤「経営者保証に関するガイドライン」により保証債務整理を成立させた件数 7

令和２年度

⑥代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証契約を解除し、
　かつ、新代表者との保証契約を締結しなかった件数

⑦代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証契約を解除する
　一方、新代表者との保証契約を締結した件数

⑧代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証契約は解除しな
　かったが、新代表者との保証契約は締結しなかった件数

⑨代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証契約を解除せず、
　かつ、新代表者との保証契約を締結した件数

⑩　⑥～⑨の合計

32

184

458

0

674

令和２年度

令和２年度市郡別保証状況

地域

項目 保証承諾

金額 前年比件数

433.6 

524.2 

371.5 

353.8 

100,454

7,147

7,406

4,450

7,056

497

566

366

秋 田 市

男 鹿 市

潟 上 市

南秋田郡

396.4 

393.1 

349.7 

1239.4 

620.7 

21,098

7,435

6,588

957

541

1,446

460

499

53

49

金額 前年比件数

203.4 

178.2 

179.5 

178.5 

118,517

9,158

9,362

5,100

10,424

830

987

547

197.8 

170.4 

178.1 

175.8 

143.2 

25,943

9,898

7,827

1,184

719

2,417

988

825

106

73

金額 前年比件数

28.2

-

3.9

532.4

320

0

5

17

41

0

3

1

157.3

16.4

18.6

-

-

134

31

4

0

0

26

2

2

0

0

大 館 市

鹿 角 市

北秋田市

鹿 角 郡

北秋田郡

429.0 

454.9 

15,954

5,514

1,065
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167.5 

18,385

6,022

1,676

644

122.1

-

117

0

18

0
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6,731

1,334

540
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2,241
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3.6

61

4

13

5

由利本荘市

にかほ市

300.1 

338.6 

381.0 
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7,483

3,587

1,426

529

271
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165.8 
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23,150

9,692

4,341

2,514

988
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360
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26.8
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2
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雄 勝 郡

301.9 
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2,465
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3,424
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268.9

91.6

121

1,158

6

157

県 　 外

合 　 計

保証債務残高 代位弁済

（単位：件、百万円、％）

信
用
保
証
協
会

と
は
／

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

秋
田
県
信
用

保
証
協
会

役
員
・
組
織
図

信
用
補
完

制
度
に
つ
い
て

信
用
保
証
の

利
用
に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
秋
田
県
制
度
）

令
和
３
年
度

経
営
計
画
に

つ
い
て

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
国
制
度
・
協
会
制
度
）
主
な
保
証
制
度

（
市
町
村
制
度
）

信
用
保
証
料

責
任
共
有
制
度

令
和
２
年
度

決
算
報
告

第
６
次
中
期

事
業
計
画
に

つ
い
て

令
和
２
年
度

業
務
実
績

信
用
保
証
協
会

と
は
／

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

秋
田
県
信
用

保
証
協
会

役
員
・
組
織
図

信
用
補
完

制
度
に
つ
い
て

信
用
保
証
の

利
用
に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
秋
田
県
制
度
）

令
和
３
年
度

経
営
計
画
に

つ
い
て

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
国
制
度
・
協
会
制
度
）
主
な
保
証
制
度

（
市
町
村
制
度
）

信
用
保
証
料

責
任
共
有
制
度

令
和
２
年
度

決
算
報
告

第
６
次
中
期

事
業
計
画
に

つ
い
て

令
和
２
年
度

業
務
実
績

DISCLOSURE 2021  Credit Guarantee Corporation of Akita-Ken

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
す
る

取
り
組
み

企
業
支
援
の

た
め
の

取
り
組
み

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
す
る

取
り
組
み

企
業
支
援
の

た
め
の

取
り
組
み

個
人
情
報
の

保
護
に
つ
い
て

個
人
情
報
の

保
護
に
つ
い
て

DISCLOSURE  202124



経営者保証を不要とする保証の取扱いについて

　当協会では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、経営者保証を不要とす
る保証の取扱いを行っております。令和元年度における経営者保証に関するガイドラインの活
用実績は以下のとおりです。

①信用保証を承諾した件数（法人・個人を含む）

②無保証人で信用保証を承諾した件数（法人・個人を含む）

③信用保証を承諾した件数のうち無保証人の割合（法人・個人を含む）

19,991

9,842

49.2％

令和２年度

④既存の保証付き融資について、保証人の保証契約を解除した件数 273

令和２年度

⑤「経営者保証に関するガイドライン」により保証債務整理を成立させた件数 7

令和２年度

⑥代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証契約を解除し、
　かつ、新代表者との保証契約を締結しなかった件数

⑦代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証契約を解除する
　一方、新代表者との保証契約を締結した件数

⑧代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証契約は解除しな
　かったが、新代表者との保証契約は締結しなかった件数

⑨代表者交代時に、既存の保証付き融資について旧代表者との保証契約を解除せず、
　かつ、新代表者との保証契約を締結した件数

⑩　⑥～⑨の合計

32

184

458

0

674

令和２年度

令和２年度市郡別保証状況

地域

項目 保証承諾

金額 前年比件数

433.6 

524.2 

371.5 

353.8 

100,454

7,147

7,406

4,450

7,056

497

566

366

秋 田 市

男 鹿 市

潟 上 市

南秋田郡

396.4 

393.1 

349.7 

1239.4 

620.7 

21,098

7,435

6,588

957

541

1,446

460

499

53

49

金額 前年比件数

203.4 

178.2 

179.5 

178.5 

118,517

9,158

9,362

5,100

10,424

830

987

547

197.8 

170.4 

178.1 

175.8 

143.2 

25,943

9,898

7,827

1,184

719

2,417

988

825

106

73

金額 前年比件数

28.2

-

3.9

532.4

320

0

5

17

41

0

3

1

157.3

16.4

18.6

-

-

134

31

4

0

0

26

2

2

0

0

大 館 市

鹿 角 市

北秋田市

鹿 角 郡

北秋田郡

429.0 

454.9 

15,954

5,514

1,065

398

189.4 

167.5 

18,385

6,022

1,676

644

122.1

-

117

0

18

0

能 代 市

山 本 郡

333.0 

258.7 

14,888

6,731

1,334

540

183.1 

145.2 

17,430

10,276

2,241

996

515.1

3.6

61

4

13

5

由利本荘市

にかほ市

300.1 

338.6 

381.0 

17,854

7,483

3,587

1,426

529

271

156.5 

165.8 

177.1 

23,150

9,692

4,341

2,514

988

450

10.9

26.2

-

6

28

0

4

5

0

大 仙 市

仙 北 市

仙 北 郡

401.6 

396.1 

441.3 

32,799

14,287

3,926

2,134

941

271

189.0 

182.6 

197.6 

35,962

15,792

3,316

3,117

1,398

360

80.1

154.3

26.8

187

114

8

19

10

2

横 手 市

湯 沢 市

雄 勝 郡

301.9 

104.3 

2,465

281,562

90

19,991

197.6 

96.4 

3,424

335,499

166

31,747

268.9

91.6

121

1,158

6

157

県 　 外

合 　 計

保証債務残高 代位弁済

（単位：件、百万円、％）

信
用
保
証
協
会

と
は
／

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

秋
田
県
信
用

保
証
協
会

役
員
・
組
織
図

信
用
補
完

制
度
に
つ
い
て

信
用
保
証
の

利
用
に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
秋
田
県
制
度
）

令
和
３
年
度

経
営
計
画
に

つ
い
て

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
国
制
度
・
協
会
制
度
）
主
な
保
証
制
度

（
市
町
村
制
度
）

信
用
保
証
料

責
任
共
有
制
度

令
和
２
年
度

決
算
報
告

第
６
次
中
期

事
業
計
画
に

つ
い
て

令
和
２
年
度

業
務
実
績

信
用
保
証
協
会

と
は
／

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

秋
田
県
信
用

保
証
協
会

役
員
・
組
織
図

信
用
補
完

制
度
に
つ
い
て

信
用
保
証
の

利
用
に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
秋
田
県
制
度
）

令
和
３
年
度

経
営
計
画
に

つ
い
て

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
国
制
度
・
協
会
制
度
）
主
な
保
証
制
度

（
市
町
村
制
度
）

信
用
保
証
料

責
任
共
有
制
度

令
和
２
年
度

決
算
報
告

第
６
次
中
期

事
業
計
画
に

つ
い
て

令
和
２
年
度

業
務
実
績

DISCLOSURE 2021  Credit Guarantee Corporation of Akita-Ken

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
す
る

取
り
組
み

企
業
支
援
の

た
め
の

取
り
組
み

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
す
る

取
り
組
み

企
業
支
援
の

た
め
の

取
り
組
み

個
人
情
報
の

保
護
に
つ
い
て

個
人
情
報
の

保
護
に
つ
い
て

DISCLOSURE  2021 25



 令和２年度決算報告 令和２年度決算報告

 

貸借対照表（R3.3.31現在）

基本財産の状況（出資先構成割合）※基本財産は、①基金、②基金準備金で構成されています。

0

13,885,106

178,507

13,700,000

6,599

18,634,708

8,897,410

9,734,298

3,000

7,121

347,765

4,095,359

335,498,574

151,169

740,064

1,200

97,060

0

43,201

598,604

373,359,866

現　　　　　　　　金

預　　け　　金

普　通　預　金

定　期　預　金

郵　便　貯　金

有　価　証　券

地　　方　　債

社　　　　　債

株　　　　　式

フ ァ ン ド 出 資

動 産 ・ 不 動 産

損 失 補 償 金 見 返

保 証 債 務 見 返

求 　 　 償 　 　 権

雑　　勘　　定

仮　　払　　金

厚　生　基　金

連 合 会 勘 定

未　収　利　息

未 経 過 保 険 料

合　　　　　　　　計

科　目 金　額

17,899,595

10,847,937

7,051,658

0

4,791,397

2,013,793

49,886

444,714

4,095,359

335,498,574

0

0

0

8,566,548

5,820

53,764

6,882

8,494,501

2,924

2,658

373,359,866

基　本　財　産

基　　　　　金

基 金 準 備 金

制度改革促進基金

収支差額変動準備金

責 任 準 備 金

求償権償却準備金

退 職 給 与 引 当 金

損　失　補　償　金

保 　 証 　 債 　 務

借　　入　　金

短期・長期借入金

収支差額変動準備金造成資金

雑　　勘　　定

仮　　受　　金

保 険 納 付 金

損失補償納付金

未 経 過 保 証 料

未 払 保 険 料

未　払　費　用

合　　　　　　　　計

科　目 金　額

（単位：千円）

県
38.4％

市町村
6.8％

基金準備金
39.4％

業者団体
0.1％

金融機関
15.4％

令和２年度貸借対照表

借　方

現金預金 13,885

有価証券 18,635

保証債務見返 335,499

損失補償金見返 4,095

動産・不動産 348

求償権 151

ファンド出資 7

雑勘定
(※うち未経過保険料)

740
（599）

貸　方

基本財産 17,900

収支差額変動準備金 4,791

責任準備金 2,014

退職給与引当金 445

保証債務 335,499

損失補償金 4,095

求償権償却準備金 50

雑勘定
(※うち未経過保証料)

8,567
（8,495）

※以下の科目を資産と負債を同額計上しています

株式会社の資本金に相当す
るもので、基金と基金準備
金で構成されています。
基金の出資先は県・市町
村、金融機関等です。
基金準備金は株式会社の繰
越利益に相当するもので、
過去の収支差額の累計で
す。

将来の不測の事態に備える
ため積み立てしており、貸
倒引当金に相当します。

資産の健全性を保つ観点か
ら求償権の回収不能額を見
積もって、一定の割合額を
積立てしています。

未経過保証料とは受領した
信用保証料のうち、当年度
決算期に入らない翌事業年
度以降にかかる分を計上し
ており、前受金に相当しま
す。

ここに計上している求償権
は、代位弁済した金額から
回収金ならびに償却(回収
困難なもの、日本政策金融
公庫から受領した保険金及
び連合会や地交体から受領
した損失補償金相当額等)
を控除したものです。

未経過保険料とは当年度に
日本政策金融公庫に支払っ
た信用保険料のうち、翌事
業年度にかかる分を計上し
ており、前払金に相当しま
す。

収支差額に欠損が生じたと
き、または急激な保証増加
により基本財産の増強が必
要になった場合、これを取
り崩して協会経営が不安定
になるのを防ぎます。

（単位：百万円）

代位弁済の支払準備資産等
として地方債や安全な社債
等を保有しています。
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 令和２年度決算報告 令和２年度決算報告

 

貸借対照表（R3.3.31現在）

基本財産の状況（出資先構成割合）※基本財産は、①基金、②基金準備金で構成されています。

0

13,885,106

178,507

13,700,000

6,599

18,634,708

8,897,410

9,734,298

3,000

7,121

347,765

4,095,359

335,498,574

151,169

740,064

1,200

97,060

0

43,201

598,604

373,359,866

現　　　　　　　　金

預　　け　　金

普　通　預　金

定　期　預　金

郵　便　貯　金

有　価　証　券

地　　方　　債

社　　　　　債

株　　　　　式

フ ァ ン ド 出 資

動 産 ・ 不 動 産

損 失 補 償 金 見 返

保 証 債 務 見 返

求 　 　 償 　 　 権

雑　　勘　　定

仮　　払　　金

厚　生　基　金

連 合 会 勘 定

未　収　利　息

未 経 過 保 険 料

合　　　　　　　　計

科　目 金　額

17,899,595

10,847,937

7,051,658

0

4,791,397

2,013,793

49,886

444,714

4,095,359

335,498,574

0

0

0

8,566,548

5,820

53,764

6,882

8,494,501

2,924

2,658

373,359,866

基　本　財　産

基　　　　　金

基 金 準 備 金

制度改革促進基金

収支差額変動準備金

責 任 準 備 金

求償権償却準備金

退 職 給 与 引 当 金

損　失　補　償　金

保 　 証 　 債 　 務

借　　入　　金

短期・長期借入金

収支差額変動準備金造成資金

雑　　勘　　定

仮　　受　　金

保 険 納 付 金

損失補償納付金

未 経 過 保 証 料

未 払 保 険 料

未　払　費　用

合　　　　　　　　計

科　目 金　額

（単位：千円）

県
38.4％

市町村
6.8％

基金準備金
39.4％

業者団体
0.1％

金融機関
15.4％

令和２年度貸借対照表

借　方

現金預金 13,885

有価証券 18,635

保証債務見返 335,499

損失補償金見返 4,095

動産・不動産 348

求償権 151

ファンド出資 7

雑勘定
(※うち未経過保険料)

740
（599）

貸　方

基本財産 17,900

収支差額変動準備金 4,791

責任準備金 2,014

退職給与引当金 445

保証債務 335,499

損失補償金 4,095

求償権償却準備金 50

雑勘定
(※うち未経過保証料)

8,567
（8,495）

※以下の科目を資産と負債を同額計上しています

株式会社の資本金に相当す
るもので、基金と基金準備
金で構成されています。
基金の出資先は県・市町
村、金融機関等です。
基金準備金は株式会社の繰
越利益に相当するもので、
過去の収支差額の累計で
す。

将来の不測の事態に備える
ため積み立てしており、貸
倒引当金に相当します。

資産の健全性を保つ観点か
ら求償権の回収不能額を見
積もって、一定の割合額を
積立てしています。

未経過保証料とは受領した
信用保証料のうち、当年度
決算期に入らない翌事業年
度以降にかかる分を計上し
ており、前受金に相当しま
す。

ここに計上している求償権
は、代位弁済した金額から
回収金ならびに償却(回収
困難なもの、日本政策金融
公庫から受領した保険金及
び連合会や地交体から受領
した損失補償金相当額等)
を控除したものです。

未経過保険料とは当年度に
日本政策金融公庫に支払っ
た信用保険料のうち、翌事
業年度にかかる分を計上し
ており、前払金に相当しま
す。

収支差額に欠損が生じたと
き、または急激な保証増加
により基本財産の増強が必
要になった場合、これを取
り崩して協会経営が不安定
になるのを防ぎます。

（単位：百万円）

代位弁済の支払準備資産等
として地方債や安全な社債
等を保有しています。
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求償権償却

経
常
外
支
出

1,505

責任準備金
繰入 2,014

求償権償却準備金繰入 50

その他支出 6

その他収入 2

令和２年度収支計算書

支　出

業務費 783

信用保険料 1,352

責任共有負担金納付金 76

雑支出 1

保証料

経
常
収
入

2,573

預け金利息、
有価証券利息

245

責任共有負担金 318

その他 47

経
常
外
収
入

1,288

責任準備金
戻入

求償権補填金
戻入

1,081

182

償却求償権回収金 93

当期収支差額 44

収　入

収支差額変動準備金取崩額 0

制度改革促進基金取崩額 0

保証ご利用時に中小企業の
皆さま等から受領した保証
料で、当年度決算期に対応
する額を計上しています。

責任共有制度において負担
方式を選択している金融機
関より受領した負担金を計
上しています。

代位弁済により日本政策金
融公庫から受領した保険金
と連合会や地公体から受領
した損失補償金からなる補
填金を計上しています。

償却済求償権からの回収額
を計上しています。

責任準備金は洗替方式のた
め前年度計上額を戻入しま
す。

求償権償却準備金は洗替方
式のため前年度計上額を戻
入します。

年度末求償権のうち回収困
難なものと当年度に日本政
策金融公庫から受領した保
険金および連合会や地公体
から受領した損失補償金相
当額を償却しています。

責任共有負担金について、
当協会と日本政策金融公庫
との責任割合に応じ、日本
政策金融公庫にその一部を
納付しています。

代位弁済が想定以上に増加
した場合の備えとして、一
定の割合額を積立てしてい
ます。

年度末求償権について一定
の割合額を積立てしていま
す。

（単位：百万円）

求償権償却
準備金戻入

経
常
支
出

令和２年度経営計画（実績）に関する評価　
　当協会では、経営の透明性を一層高め、客観性の高い評価を行うことにより対外的な説明責任を果たす
ことを目的に「外部評価委員会」を設置しています。
　令和２年度経営計画（実績）についても外部評価委員会の評価を受け、その概要をホームページにて公
表しています。

日本政策金融公庫に支払う
信用保険料で、当年度決算
期間に対応する額を計上し
ています。

収支計算書（R2.4.1～R3.3.31）

2,212,570

783,163

0

1,352,122

75,793

1,492

971,300

3,574,519

1,505,047

1,288,487

216,560

1,000

4,328

2,013,793

49,886

464

-927,113

44,187

 経常支出

業 　 務 　 費

借 入 金 利 息

信 用 保 険 料

責任共有負担金納付金

雑 　 支 　 出

 経常収支差額

 経常外支出

求 償 権 償 却

補 填 金 償 却

自 己 償 却

雑 勘 定 償 却

退 　 職 　 金

責任準備金繰入

求償権償却準備金繰入

そ の 他 支 出

経 常 外 収 支 差 額

当期収支差額

支　出

3,183,870

2,572,881

6,115

239,335

1,678

20,364

9,931

318,358

15,209

2,647,406

93,420

1,081,332

182,352

1,288,487

1,112,146

176,340

0

1,815

0

0

 経常収入

保 　 証 　 料

預 け 金 利 息

有価証券利息・配当金

延 滞 保 証 料

損 　 害 　 金

事 務 補 助 金

責任共有負担金

雑 　 収 　 入

 経常外収入

償却求償権回収金

責任準備金戻入

求償権償却準備金戻入

求償権補填金戻入

保　　険　　金　

損失補償補填金

補 　 助 　 金

そ の 他 収 入

制度改革促進基金取崩額

収支差額変動準備金取崩額

収　入

（単位：千円）
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求償権償却

経
常
外
支
出

1,505

責任準備金
繰入 2,014

求償権償却準備金繰入 50

その他支出 6

その他収入 2

令和２年度収支計算書

支　出

業務費 783

信用保険料 1,352

責任共有負担金納付金 76

雑支出 1

保証料

経
常
収
入

2,573

預け金利息、
有価証券利息

245

責任共有負担金 318

その他 47

経
常
外
収
入

1,288

責任準備金
戻入

求償権補填金
戻入

1,081

182

償却求償権回収金 93

当期収支差額 44

収　入

収支差額変動準備金取崩額 0

制度改革促進基金取崩額 0

保証ご利用時に中小企業の
皆さま等から受領した保証
料で、当年度決算期に対応
する額を計上しています。

責任共有制度において負担
方式を選択している金融機
関より受領した負担金を計
上しています。

代位弁済により日本政策金
融公庫から受領した保険金
と連合会や地公体から受領
した損失補償金からなる補
填金を計上しています。

償却済求償権からの回収額
を計上しています。

責任準備金は洗替方式のた
め前年度計上額を戻入しま
す。

求償権償却準備金は洗替方
式のため前年度計上額を戻
入します。

年度末求償権のうち回収困
難なものと当年度に日本政
策金融公庫から受領した保
険金および連合会や地公体
から受領した損失補償金相
当額を償却しています。

責任共有負担金について、
当協会と日本政策金融公庫
との責任割合に応じ、日本
政策金融公庫にその一部を
納付しています。

代位弁済が想定以上に増加
した場合の備えとして、一
定の割合額を積立てしてい
ます。

年度末求償権について一定
の割合額を積立てしていま
す。

（単位：百万円）

求償権償却
準備金戻入

経
常
支
出

令和２年度経営計画（実績）に関する評価　
　当協会では、経営の透明性を一層高め、客観性の高い評価を行うことにより対外的な説明責任を果たす
ことを目的に「外部評価委員会」を設置しています。
　令和２年度経営計画（実績）についても外部評価委員会の評価を受け、その概要をホームページにて公
表しています。

日本政策金融公庫に支払う
信用保険料で、当年度決算
期間に対応する額を計上し
ています。

収支計算書（R2.4.1～R3.3.31）

2,212,570

783,163

0

1,352,122

75,793

1,492

971,300

3,574,519

1,505,047

1,288,487

216,560

1,000

4,328

2,013,793

49,886

464

-927,113

44,187

 経常支出

業 　 務 　 費

借 入 金 利 息

信 用 保 険 料

責任共有負担金納付金

雑 　 支 　 出

 経常収支差額

 経常外支出

求 償 権 償 却

補 填 金 償 却

自 己 償 却

雑 勘 定 償 却

退 　 職 　 金

責任準備金繰入

求償権償却準備金繰入

そ の 他 支 出

経 常 外 収 支 差 額

当期収支差額

支　出

3,183,870

2,572,881

6,115

239,335

1,678

20,364

9,931

318,358

15,209

2,647,406

93,420

1,081,332

182,352

1,288,487

1,112,146

176,340

0

1,815

0

0

 経常収入

保 　 証 　 料

預 け 金 利 息

有価証券利息・配当金

延 滞 保 証 料

損 　 害 　 金

事 務 補 助 金

責任共有負担金

雑 　 収 　 入

 経常外収入

償却求償権回収金

責任準備金戻入

求償権償却準備金戻入

求償権補填金戻入

保　　険　　金　

損失補償補填金

補 　 助 　 金

そ の 他 収 入

制度改革促進基金取崩額

収支差額変動準備金取崩額

収　入

（単位：千円）
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１.　信用補完制度の持続的発展に向けた取組の拡大

２.　協会利用の付加価値向上

1 力強い金融支援 　信用保証協会の本分である中小企業の資金繰り支援に万全を期すこ
とはもとより、中小企業の活力ある事業展開を資金供給面から積極的
に支援していきます。

2 保証利用の利便性
向上と裾野拡大

　業務プロセスのデジタル化に取り組み、業務効率化を図るとともに
保証利用の利便性向上に努めます。また、金融機関との協働による新
たな資金需要の掘り起こしと併せて、信用保証制度の周知活動を通し
て、保証利用の裾野拡大に努めます。

2 地方創生等への貢献 　地域に根ざし公的性質を有する保証協会として、地方自治体や金融
機関等と連携・協力しながら、地方創生に一層の貢献を果たしていく
ための取組を実施します。

2 中小企業者のニーズ
を踏まえた支援の
推進

　中小企業者からより信頼され、より期待に応えられる組織となるた
め、中小企業者との対話を促進するなど、多様なニーズを的確に捉え
た効果的な支援につながる取組を進めていきます。

3 関係機関との
連携強化・協働

　中小企業の経営改善や事業の発展に必要な支援は多岐にわたること
から、これまでにも増して、様々な支援機関と連携した活動を行って
いきます。
　特に、当協会が企業支援を行う上で最大のパートナーである金融機
関との間では、日常的な対話等により連携体制の構築に努め、お互い
の支援方針等を共有しながら、中小企業の経営改善や生産性向上に取
り組んでいきます。

1 経営改善や事業再生
等の促進に向けた
取組の強化

　中小企業への経営支援や事業再生支援を着実に進めていくため、金
融機関や関係機関との緊密な連携・協力に努めるとともに、事業再生
支援の局面においては、個々の企業の状況を勘案しつつ、きめ細かな
対応を実施していきます。

3 適正保証の推進 　中小企業の資金繰り安定化を支援するとともに、経営改善・生産性
向上を促すため、金融機関の支援方針にも着眼し、保証付き融資とプ
ロパー融資を柔軟に組み合わせるなど、リスク分担に取り組みます。

4 求償権管理業務の
効率化と回収の
最大化に向けた取組

　求償権の管理回収業務については、管理コストを考慮した取組方針
のもと、効率性を重視しながら回収実績の最大化を目指していき
ます。

　当協会では中小企業や関係機関からの期待に十分に応えられるよう、信用補完制度の持続的な発展に
向けた取組を推進していきます。

４.　活気ある保証協会の実現

1 デジタル化等による
効率的で合理的な
事務の実施

　業務プロセスのデジタル化を積極的に推し進め、中小企業および金
融機関が利用しやすい環境を整備します。また、年々多様化する中小
企業からのニーズに応えていくため、選択と集中を意識して事務の合
理化を進めていきます。

2 自ら考え行動する
自律的な職員の育成

　中小企業への支援業務は日々複雑化し、また、信用保証制度が大きく
見直されるなか、いま何をすべきなのかを考え、自ら行動する自律的な
職員の育成に引き続き努め、職員個々のスキルアップや成長を通じ、組織
としての発展、活性化を実現していきます。

　役職員一同が目的意識の共有を徹底し、力を合わせ、組織の活性化に努めながら質の高い企業支援を
実践していきます。

５.　コンプライアンス態勢の維持確立

　当協会が地域から信頼され、必要とされる組織となることを目指し、コンプライアンス態勢の維持確
立に向けた取組を引き続き推進し、公的機関としての社会的責任を果たしていきます。

３.　経営支援の充実に向けた「つながり」の強化

1 コーディネート機能
の発揮

　公的機関としての中立性を活かしたコーディネート力の発揮によっ
て、効果的な経営支援の実現を目指していきます。

　関係機関を含め、地域を支える仲間と一体となった「地域とつながる保証協会」として、それぞれの
特性を活かした多面的で実効的な支援の実施を目指していきます。

　秋田県信用保証協会では平成30年度に策定した６年間の長期経営計画に基づき、「地域とつながる
保証協会」をスローガンに掲げ、中小企業との接点を創出するとともに、金融機関をはじめ、関係機関
との連携を一層強めながら、金融支援のみならず経営支援にも積極的に取り組んできました。
　引き続き「地域とつながる保証協会」を目指し、これまでの行動を更に深化させ、適切な金融支援と
経営支援を提供して、中小企業の経営改善や生産性向上などに貢献していきます。
　特に、新型コロナの流行により激変した経済環境等を踏まえ、中小企業に寄り添い「地域から必要と
される存在」になれるよう取り組んでまいります。
　令和３年度から令和５年度の事業計画期間における業務運営の主な基本方針は以下のとおりです。

　人口減少によるマーケットの縮小や少子高齢化による人手不足など、大都市圏に比べ経営環境の厳し
い本県にあっても、未来を見据えチャレンジし続ける中小企業を支援するため、当協会が有する人材や
ノウハウ等の経営資源を活用した取組を強化します。
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１.　信用補完制度の持続的発展に向けた取組の拡大

２.　協会利用の付加価値向上

1 力強い金融支援 　信用保証協会の本分である中小企業の資金繰り支援に万全を期すこ
とはもとより、中小企業の活力ある事業展開を資金供給面から積極的
に支援していきます。

2 保証利用の利便性
向上と裾野拡大

　業務プロセスのデジタル化に取り組み、業務効率化を図るとともに
保証利用の利便性向上に努めます。また、金融機関との協働による新
たな資金需要の掘り起こしと併せて、信用保証制度の周知活動を通し
て、保証利用の裾野拡大に努めます。

2 地方創生等への貢献 　地域に根ざし公的性質を有する保証協会として、地方自治体や金融
機関等と連携・協力しながら、地方創生に一層の貢献を果たしていく
ための取組を実施します。

2 中小企業者のニーズ
を踏まえた支援の
推進

　中小企業者からより信頼され、より期待に応えられる組織となるた
め、中小企業者との対話を促進するなど、多様なニーズを的確に捉え
た効果的な支援につながる取組を進めていきます。

3 関係機関との
連携強化・協働

　中小企業の経営改善や事業の発展に必要な支援は多岐にわたること
から、これまでにも増して、様々な支援機関と連携した活動を行って
いきます。
　特に、当協会が企業支援を行う上で最大のパートナーである金融機
関との間では、日常的な対話等により連携体制の構築に努め、お互い
の支援方針等を共有しながら、中小企業の経営改善や生産性向上に取
り組んでいきます。

1 経営改善や事業再生
等の促進に向けた
取組の強化

　中小企業への経営支援や事業再生支援を着実に進めていくため、金
融機関や関係機関との緊密な連携・協力に努めるとともに、事業再生
支援の局面においては、個々の企業の状況を勘案しつつ、きめ細かな
対応を実施していきます。

3 適正保証の推進 　中小企業の資金繰り安定化を支援するとともに、経営改善・生産性
向上を促すため、金融機関の支援方針にも着眼し、保証付き融資とプ
ロパー融資を柔軟に組み合わせるなど、リスク分担に取り組みます。

4 求償権管理業務の
効率化と回収の
最大化に向けた取組

　求償権の管理回収業務については、管理コストを考慮した取組方針
のもと、効率性を重視しながら回収実績の最大化を目指していき
ます。

　当協会では中小企業や関係機関からの期待に十分に応えられるよう、信用補完制度の持続的な発展に
向けた取組を推進していきます。

４.　活気ある保証協会の実現

1 デジタル化等による
効率的で合理的な
事務の実施

　業務プロセスのデジタル化を積極的に推し進め、中小企業および金
融機関が利用しやすい環境を整備します。また、年々多様化する中小
企業からのニーズに応えていくため、選択と集中を意識して事務の合
理化を進めていきます。

2 自ら考え行動する
自律的な職員の育成

　中小企業への支援業務は日々複雑化し、また、信用保証制度が大きく
見直されるなか、いま何をすべきなのかを考え、自ら行動する自律的な
職員の育成に引き続き努め、職員個々のスキルアップや成長を通じ、組織
としての発展、活性化を実現していきます。

　役職員一同が目的意識の共有を徹底し、力を合わせ、組織の活性化に努めながら質の高い企業支援を
実践していきます。

５.　コンプライアンス態勢の維持確立

　当協会が地域から信頼され、必要とされる組織となることを目指し、コンプライアンス態勢の維持確
立に向けた取組を引き続き推進し、公的機関としての社会的責任を果たしていきます。

３.　経営支援の充実に向けた「つながり」の強化

1 コーディネート機能
の発揮

　公的機関としての中立性を活かしたコーディネート力の発揮によっ
て、効果的な経営支援の実現を目指していきます。

　関係機関を含め、地域を支える仲間と一体となった「地域とつながる保証協会」として、それぞれの
特性を活かした多面的で実効的な支援の実施を目指していきます。

　秋田県信用保証協会では平成30年度に策定した６年間の長期経営計画に基づき、「地域とつながる
保証協会」をスローガンに掲げ、中小企業との接点を創出するとともに、金融機関をはじめ、関係機関
との連携を一層強めながら、金融支援のみならず経営支援にも積極的に取り組んできました。
　引き続き「地域とつながる保証協会」を目指し、これまでの行動を更に深化させ、適切な金融支援と
経営支援を提供して、中小企業の経営改善や生産性向上などに貢献していきます。
　特に、新型コロナの流行により激変した経済環境等を踏まえ、中小企業に寄り添い「地域から必要と
される存在」になれるよう取り組んでまいります。
　令和３年度から令和５年度の事業計画期間における業務運営の主な基本方針は以下のとおりです。

　人口減少によるマーケットの縮小や少子高齢化による人手不足など、大都市圏に比べ経営環境の厳し
い本県にあっても、未来を見据えチャレンジし続ける中小企業を支援するため、当協会が有する人材や
ノウハウ等の経営資源を活用した取組を強化します。
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１.　業務環境

２.　業務運営方針

1 秋田県の
経済情勢

　秋田県内の景気動向は、政府や自治体の経済対策などに支えられ、
緩やかに持ち直しが見られるものの、未だ収束の見えない新型コロナ
ウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）の影響により、引き
続き、中小企業・小規模事業者（以下「中小企業」という。）を取り
巻く環境は非常に厳しい状況が続くものと見込まれております。

2 秋田県の中小企業・
小規模事業者を
取り巻く環境

　秋田県における新型コロナの影響は、全国に比して低く抑えられて
おりますが、全国的な感染拡大の収束は見えない状況から、依然とし
て非常に厳しい環境にあります。また、この影響は、後継者の不在等
による休廃業の増加など、従来からある本県の課題に対して助長する
影響を与えており、中小企業を取り巻く経営環境等は厳しさを増して
いる状況にあります。
　このため、当協会をはじめ支援機関に対しては、新型コロナに対す
る政府方針等に迅速かつ的確に呼応して、中小企業の資金繰り安定化
などに全力を尽くすことが強く求められています。

　令和３年度においては、引き続きコンプライアンス態勢の強化に向けた取組を土台としつつ、重点的
な取組に対応する次の４つの項目に注力し、中期事業計画の達成に向けて、役職員一人一人が高い目的
意識を持ち、力を合わせてビジョンの実現に向け取り組みます。この中でも特に、新型コロナの影響を
受ける中小企業の金融・経営支援を最重要課題と認識し、新型コロナ対策等の政府方針に迅速かつ積極
的に呼応して、中小企業の支援に努めていきます。

　○　力強い金融支援の実施
　○　適正保証の推進
　○　新型コロナウイルス感染症による経営課題を抱える企業へのフォロー
　　　アップの実施
　○　創業者、事業承継を模索する企業、返済条件緩和企業等への効果的な
　　　経営支援の実施

令和３年度  経営計画について

３.　重点課題

1 力強い金融支援の
実施

①政策保証の利用推進に向けた取組の拡充
　国・県・市町村等の施策に呼応し、政策保証の利用推進に努めてい
きます。特に、新型コロナの影響拡大により事業活動に著しい支障を
来す中小企業に対しては、積極的に金融支援を行うとともに、必要に
応じて経営支援を行うなど、万全な対応に努めます。

②ニーズに合わせた保証商品の開発と的確な金融支援の実施
　中小企業のニーズに合わせた利用しやすい保証商品の開発に努め、
保証利用の活発化を推し進めます。また、中小企業の置かれている
状況に応じた資金需要を的確に捉え、事業の維持発展並びに安定的
な資金調達や経営改善・生産性向上への取組を支援します。

③保証利用の利便性向上
　コロナ禍を踏まえ、事前案件協議および保証委託申込時のデジタ
ル化に取り組み、非対面非接触による感染リスクを抑制した業務プ
ロセスの確立を目指すとともに、資金需要への迅速な対応や、ペー
パーレス、押印レスなどの簡素化等も進め、保証利用の利便性向上
や利用者負担の軽減に努めます。

2 適正保証の推進

　中小企業の実態把握に向け、書面調査に留まらず面談や現地調査
に取り組み、事業性・将来性を評価することで信用力を発揮し、積
極的に信用供与を行います。また、金融機関と連携し、事業性評価
を活用した保証の推進に取り組みます。

①面談や現地調査等による事業性・将来性に着目した保証審査の
　推進

　金融機関と連携して中小企業の安定的な資金調達や経営改善・生
産性向上への取組を支援します。また、これまでにも増して金融機
関との強固な連携関係を構築するため、日常的に金融機関との対話
を重ねながら、適切なリスク分担による効果的な経営支援の提供に
取り組みます。

②保証付き融資とプロパー融資の柔軟な組み合わせによるリスク
　分担への取組

　金融機関と連携して中小企業の経営状態の把握に努め、業況改善
に時間を要する先については、支援機関とも連携して経営改善計画
の策定支援を行うなど、業況改善策を検討しながら、必要に応じて
返済条件の緩和を実施して企業維持に取り組みます。

②新型コロナウイルス感染症の影響による新たな返済緩和への
　支援強化

3 新型コロナウイルス
感染症により
経営課題を抱える
企業へのフォロー
アップの実施

　新型コロナの影響拡大により、業績低迷など経営に課題を抱える
企業が相当数に上ることが予想されることから、課題解決に向けた
経営支援や追加の金融支援、返済条件緩和などの対策をタイムリー
に実施するため、きめ細かいフォローアップに努めて、事業の維持
継続に向けた支援に注力します。

①きめ細かいフォローアップの実施

　経済社会環境の変化により、業態転換や新分野進出などの事業再
構築を目指す中小企業に対して、取組事例や支援情報を提供すると
ともに、関係機関と連携して新たな取組を支援します。

③業態転換や新分野進出等に取り組む企業への支援強化
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１.　業務環境

２.　業務運営方針

1 秋田県の
経済情勢

　秋田県内の景気動向は、政府や自治体の経済対策などに支えられ、
緩やかに持ち直しが見られるものの、未だ収束の見えない新型コロナ
ウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）の影響により、引き
続き、中小企業・小規模事業者（以下「中小企業」という。）を取り
巻く環境は非常に厳しい状況が続くものと見込まれております。

2 秋田県の中小企業・
小規模事業者を
取り巻く環境

　秋田県における新型コロナの影響は、全国に比して低く抑えられて
おりますが、全国的な感染拡大の収束は見えない状況から、依然とし
て非常に厳しい環境にあります。また、この影響は、後継者の不在等
による休廃業の増加など、従来からある本県の課題に対して助長する
影響を与えており、中小企業を取り巻く経営環境等は厳しさを増して
いる状況にあります。
　このため、当協会をはじめ支援機関に対しては、新型コロナに対す
る政府方針等に迅速かつ的確に呼応して、中小企業の資金繰り安定化
などに全力を尽くすことが強く求められています。

　令和３年度においては、引き続きコンプライアンス態勢の強化に向けた取組を土台としつつ、重点的
な取組に対応する次の４つの項目に注力し、中期事業計画の達成に向けて、役職員一人一人が高い目的
意識を持ち、力を合わせてビジョンの実現に向け取り組みます。この中でも特に、新型コロナの影響を
受ける中小企業の金融・経営支援を最重要課題と認識し、新型コロナ対策等の政府方針に迅速かつ積極
的に呼応して、中小企業の支援に努めていきます。

　○　力強い金融支援の実施
　○　適正保証の推進
　○　新型コロナウイルス感染症による経営課題を抱える企業へのフォロー
　　　アップの実施
　○　創業者、事業承継を模索する企業、返済条件緩和企業等への効果的な
　　　経営支援の実施

令和３年度  経営計画について

３.　重点課題

1 力強い金融支援の
実施

①政策保証の利用推進に向けた取組の拡充
　国・県・市町村等の施策に呼応し、政策保証の利用推進に努めてい
きます。特に、新型コロナの影響拡大により事業活動に著しい支障を
来す中小企業に対しては、積極的に金融支援を行うとともに、必要に
応じて経営支援を行うなど、万全な対応に努めます。

②ニーズに合わせた保証商品の開発と的確な金融支援の実施
　中小企業のニーズに合わせた利用しやすい保証商品の開発に努め、
保証利用の活発化を推し進めます。また、中小企業の置かれている
状況に応じた資金需要を的確に捉え、事業の維持発展並びに安定的
な資金調達や経営改善・生産性向上への取組を支援します。

③保証利用の利便性向上
　コロナ禍を踏まえ、事前案件協議および保証委託申込時のデジタ
ル化に取り組み、非対面非接触による感染リスクを抑制した業務プ
ロセスの確立を目指すとともに、資金需要への迅速な対応や、ペー
パーレス、押印レスなどの簡素化等も進め、保証利用の利便性向上
や利用者負担の軽減に努めます。

2 適正保証の推進

　中小企業の実態把握に向け、書面調査に留まらず面談や現地調査
に取り組み、事業性・将来性を評価することで信用力を発揮し、積
極的に信用供与を行います。また、金融機関と連携し、事業性評価
を活用した保証の推進に取り組みます。

①面談や現地調査等による事業性・将来性に着目した保証審査の
　推進

　金融機関と連携して中小企業の安定的な資金調達や経営改善・生
産性向上への取組を支援します。また、これまでにも増して金融機
関との強固な連携関係を構築するため、日常的に金融機関との対話
を重ねながら、適切なリスク分担による効果的な経営支援の提供に
取り組みます。

②保証付き融資とプロパー融資の柔軟な組み合わせによるリスク
　分担への取組

　金融機関と連携して中小企業の経営状態の把握に努め、業況改善
に時間を要する先については、支援機関とも連携して経営改善計画
の策定支援を行うなど、業況改善策を検討しながら、必要に応じて
返済条件の緩和を実施して企業維持に取り組みます。

②新型コロナウイルス感染症の影響による新たな返済緩和への
　支援強化

3 新型コロナウイルス
感染症により
経営課題を抱える
企業へのフォロー
アップの実施

　新型コロナの影響拡大により、業績低迷など経営に課題を抱える
企業が相当数に上ることが予想されることから、課題解決に向けた
経営支援や追加の金融支援、返済条件緩和などの対策をタイムリー
に実施するため、きめ細かいフォローアップに努めて、事業の維持
継続に向けた支援に注力します。

①きめ細かいフォローアップの実施

　経済社会環境の変化により、業態転換や新分野進出などの事業再
構築を目指す中小企業に対して、取組事例や支援情報を提供すると
ともに、関係機関と連携して新たな取組を支援します。

③業態転換や新分野進出等に取り組む企業への支援強化
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5 地方創生等への貢献 ①創業者等への支援強化
　創業準備段階者を含む創業者や、第二創業など業態転換への取組を
積極的に支援するため、創業に必要な情報提供や相談窓口での対応を
充実させ、リスク低減を図りながら後押ししていきます。また、創業
保証利用者へのフォローアップを充実させ、課題を抱える先には専門
家派遣等の経営支援メニューを提供するなど、創業期から成長期まで
の経営の安定化を支援します。

②事業承継支援の強化
　事業承継特別保証制度の対象見込先に対して積極的な情報提供を行
い、制度融資の周知に努めます。また、金融機関や秋田県事業承継・
引継ぎ支援センター等との連携による資金需要の掘り起こしに取り組
み、事業承継支援を進めていきます。

③ＳＤＧｓに資する取組の推進
　国連が提唱する国際的な指針「ＳＤＧｓ」を尊重し、地域貢献に
資する取組に努めます。

6 活気ある保証協会の
実現

①デジタル技術を活用した事務の効率化への取組
　新型コロナの影響拡大により早急な事務の効率化が求められたこと
などから、デジタル技術を活用した事務の効率化や新しい働き方など
の導入に向けて合理化を進めていきます。

②当協会創立 70周年に当たっての取組
　令和 3年 8月 1日に、当協会は創立 70周年を迎えることから、信
用保証協会の基本理念に立ち返るとともに、地域とつながる保証協会
として社会貢献・地域振興を図っていく契機とします。

③自ら考え行動する自律的な職員の育成
　中小企業への効果的な支援を進めるため、様々な情報をしっかり
と共有する仕組みを整えるとともに、内部研修やＯＪＴの充実、効
果的な協会外研修の実施に努めます。また、自己啓発への支援を拡
充して職員個々の能力の向上を図ります。

7 コンプライアンス
態勢の強化

①コンプライアンス態勢・意識の徹底
　コンプライアンスを全ての業務の基本に据え、コンプライアンス・
マニュアルに基づいた業務の運営と、コンプライアンス・プログラム
の策定による役職員の一層の意識向上によりコンプライアンス態勢を
徹底します。また、具体的な事例紹介等を通じ、適切な業務運営の徹
底を図り、役職員のより一層の意識向上とコンプライアンスの浸透を
図ります。

②内部監査の実施
　基幹業務の事務処理についての適格性監査の他、具体的な対応方法
や支援方法についての妥当性監査を実施します。また、主務省庁によ
る監督・検査における指摘や指導に的確に対応するとともに、本部に
よる各現課の管理状況、並びに部署毎の経営計画進捗状況についても
検証します。

④ガバナンスの強化、経営計画等の公表
　協会運営に関し、長期経営計画及び中期事業計画並びに年度経営計画
等に基づく重要事項については、役職員間の認識共有を徹底し、ガバナ
ンスの強化を図ります。また経営計画の公表やディスクロージャー誌の
発行等、適切な情報公開を通じた透明性の高い経営を実現します。

⑤反社会的勢力等の排除
　反社会的勢力等の保証利用を未然に防止するため、保証利用の有無
にかかわらず関連情報を集約し、データベースの充実を図ります。ま
た、暴追センターなど関係機関との連携を一層強化し、不当な資金獲
得活動の温床となりかねない取引を根絶し、反社会的勢力等との関係
を遮断します。

③個人情報保護の徹底と適正な管理
　監査実施計画に基づく点検・監査を実施し、個人情報保護の啓発及
び徹底を図り、適正な対応に努めます。

③協会内中小企業診断士による経営改善支援
　中小企業の経営課題の把握や、経営改善への取組を支援するため、
協会内中小企業診断士が連携し、事業精査や経営改善計画策定につい
て一定期間集中した支援を実施します。

４.　保証承諾等の見通し

　令和３年度における保証承諾等の主要業務数値（見通し）は、以下のとおりです。

令和３年度経営計画の詳細は、ホームページで公開しております。

金　　　　額

700億円

3,255億円

40億円

5.5億円

項　　　　目

保 証 承 諾

保証債務残高

代 位 弁 済

実 際 回 収

4 創業者、事業承継を
模索する企業、返済
条件緩和企業等への
効果的な経営支援の
実施

　中小企業からの相談や協会からのアプローチを通じて、企業が抱
える課題の共有に努め、ニーズに沿った経営支援施策の利用斡旋を
行うほか、必要に応じて、その解決を得意とする支援機関へ相談斡
旋を行うなど、金融支援を活かす効果的な経営支援を実施します。

①中小企業との対話の促進

　専門家派遣事業を希望する中小企業に対し、協会内中小企業診断
士が課題の把握を行うとともに、課題解決に対応する適切な専門家
へ橋渡しを行うことで、専門家派遣事業の充実に努めます。

②専門家派遣事業の充実
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5 地方創生等への貢献 ①創業者等への支援強化
　創業準備段階者を含む創業者や、第二創業など業態転換への取組を
積極的に支援するため、創業に必要な情報提供や相談窓口での対応を
充実させ、リスク低減を図りながら後押ししていきます。また、創業
保証利用者へのフォローアップを充実させ、課題を抱える先には専門
家派遣等の経営支援メニューを提供するなど、創業期から成長期まで
の経営の安定化を支援します。

②事業承継支援の強化
　事業承継特別保証制度の対象見込先に対して積極的な情報提供を行
い、制度融資の周知に努めます。また、金融機関や秋田県事業承継・
引継ぎ支援センター等との連携による資金需要の掘り起こしに取り組
み、事業承継支援を進めていきます。

③ＳＤＧｓに資する取組の推進
　国連が提唱する国際的な指針「ＳＤＧｓ」を尊重し、地域貢献に
資する取組に努めます。

6 活気ある保証協会の
実現

①デジタル技術を活用した事務の効率化への取組
　新型コロナの影響拡大により早急な事務の効率化が求められたこと
などから、デジタル技術を活用した事務の効率化や新しい働き方など
の導入に向けて合理化を進めていきます。

②当協会創立 70周年に当たっての取組
　令和 3年 8月 1日に、当協会は創立 70周年を迎えることから、信
用保証協会の基本理念に立ち返るとともに、地域とつながる保証協会
として社会貢献・地域振興を図っていく契機とします。

③自ら考え行動する自律的な職員の育成
　中小企業への効果的な支援を進めるため、様々な情報をしっかり
と共有する仕組みを整えるとともに、内部研修やＯＪＴの充実、効
果的な協会外研修の実施に努めます。また、自己啓発への支援を拡
充して職員個々の能力の向上を図ります。

7 コンプライアンス
態勢の強化

①コンプライアンス態勢・意識の徹底
　コンプライアンスを全ての業務の基本に据え、コンプライアンス・
マニュアルに基づいた業務の運営と、コンプライアンス・プログラム
の策定による役職員の一層の意識向上によりコンプライアンス態勢を
徹底します。また、具体的な事例紹介等を通じ、適切な業務運営の徹
底を図り、役職員のより一層の意識向上とコンプライアンスの浸透を
図ります。

②内部監査の実施
　基幹業務の事務処理についての適格性監査の他、具体的な対応方法
や支援方法についての妥当性監査を実施します。また、主務省庁によ
る監督・検査における指摘や指導に的確に対応するとともに、本部に
よる各現課の管理状況、並びに部署毎の経営計画進捗状況についても
検証します。

④ガバナンスの強化、経営計画等の公表
　協会運営に関し、長期経営計画及び中期事業計画並びに年度経営計画
等に基づく重要事項については、役職員間の認識共有を徹底し、ガバナ
ンスの強化を図ります。また経営計画の公表やディスクロージャー誌の
発行等、適切な情報公開を通じた透明性の高い経営を実現します。

⑤反社会的勢力等の排除
　反社会的勢力等の保証利用を未然に防止するため、保証利用の有無
にかかわらず関連情報を集約し、データベースの充実を図ります。ま
た、暴追センターなど関係機関との連携を一層強化し、不当な資金獲
得活動の温床となりかねない取引を根絶し、反社会的勢力等との関係
を遮断します。

③個人情報保護の徹底と適正な管理
　監査実施計画に基づく点検・監査を実施し、個人情報保護の啓発及
び徹底を図り、適正な対応に努めます。

③協会内中小企業診断士による経営改善支援
　中小企業の経営課題の把握や、経営改善への取組を支援するため、
協会内中小企業診断士が連携し、事業精査や経営改善計画策定につい
て一定期間集中した支援を実施します。

４.　保証承諾等の見通し

　令和３年度における保証承諾等の主要業務数値（見通し）は、以下のとおりです。

令和３年度経営計画の詳細は、ホームページで公開しております。

金　　　　額

700億円

3,255億円

40億円

5.5億円

項　　　　目

保 証 承 諾

保証債務残高

代 位 弁 済

実 際 回 収

4 創業者、事業承継を
模索する企業、返済
条件緩和企業等への
効果的な経営支援の
実施

　中小企業からの相談や協会からのアプローチを通じて、企業が抱
える課題の共有に努め、ニーズに沿った経営支援施策の利用斡旋を
行うほか、必要に応じて、その解決を得意とする支援機関へ相談斡
旋を行うなど、金融支援を活かす効果的な経営支援を実施します。

①中小企業との対話の促進

　専門家派遣事業を希望する中小企業に対し、協会内中小企業診断
士が課題の把握を行うとともに、課題解決に対応する適切な専門家
へ橋渡しを行うことで、専門家派遣事業の充実に努めます。

②専門家派遣事業の充実
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コンプライアンスについて

コンプライアンスの着実な実践を確保するため、以下の体制を整えています。

　当協会は、信用保証協会法に基づき設立された公的機関であり、その公共的な使命に反し、
信用を損なうことのないよう、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとるこ
とのない、誠実かつ公正な事業活動を遂行することとし、以下の倫理憲章を定めています。

コンプライアンス組織図

（信用保証協会の公共性と社会的責任）
１．信用保証協会の公共性と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて

信頼の確立を図る。

（質の高い信用保証サービス）
２．経営の効率化に努め、創意と工夫を活かした質の高い信用保証サービスの提供を
通じて、地域経済の発展に貢献する。

（法令やルールの厳格な遵守）
３．あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公正
な事業活動を遂行する。

（反社会的勢力との対決）
４．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、断固として対決する。

（地域社会に対する貢献）
５．広く住民とのコミュニケーションを図りながら地域社会への貢献に努める。

倫理憲章倫理憲章

コンプライアンス委員会

コンプライアンス統括部署 ハラスメント統括部署

コンプライアンス担当者

職　員　等

報告・連絡・相談　　　　 指示　　 　　 チェック

監　事　会

常勤監事

理　事　会 弁護士等

　秋田県信用保証協会は信用保証協会法に基づく法人であり、中小企業等の皆様が金融機関から貸付等
を受けるに当たり、貸付金等の債務を保証することを主たる業務としており、信用保証協会の制度の確
立をもって中小企業等の皆様に対する金融の円滑化を図ることを目的としております。
　業務上、お客様の個人情報を取得・利用等させていただくことになりますが、お客様の個人情報の取
扱いについて以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

（1）個人情報に関する法令等の遵守
　当協会は個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）などの法令およびガイドライン等を遵守して、お客様
の個人情報を取り扱います。

（2）個人情報の取得・利用・提供
・当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。なお、利用目的
の詳細につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個人情報保護法に基づく公表事項に関
するご案内」の１．「当協会が取り扱う個人情報の利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。
・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用いたしません。
・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者には提供・開示しま
せん。
・お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められる目的以外
の目的には使用いたしません。
・個人信用情報センターから提供を受けた情報であって、お客様の返済能力に関するものをお客様の返済能力の調査以外の
目的には使用いたしません。

（3）個人データの適正管理
　お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個人データの取扱いが
適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組みを見直します。

（4）個人情報保護の維持・改善
　当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組み
を見直します。

（5）個人データの委託
・当協会は、個人情報保護法第23条第5項第1号の規定に基づき個人データに関する取扱いを外部に委託する場合があ
ります。
・委託する場合には適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。

（6）保有個人データの開示・利用目的の通知
・法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データの開示およびその利用目的の
通知を求めることができます。
・請求の方法は当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確認書類を添付して当協
会窓口に持参（または郵送）ください。
・個人データの開示および利用目的の通知につきましては実費相当額（１件につき300円）をいただきます。

（7）保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止
・当協会が保有する個人データに誤りがある場合は下記の窓口にご連絡ください。
　調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、訂正または削除いたします。
・お客様の個人情報を不適切に取得し、又は目的外に利用している場合には下記の窓口にご連絡ください。調査確認のう
え、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの利用停止いたします。
・お客様の個人情報を個人情報保護法第23条に違反して第三者に提供している場合には、下記の窓口にご連絡ください。調
査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの第三者提供を停止いたします。

・（6）（7）の具体的な手続につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個人情報保護法に基
づく公表事項等に関するご案内」の 8.（3）「開示等の請求等に応じる手続き等に関する事項」をご覧下さい。

（8）質問・苦情について
　当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

（9）開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供の停止・安全管理措置・相談
○　質問・苦情窓口
　当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は、以下のとおりです。

個人情報保護宣言

個人情報の保護について

住　　　　　所

電　話　番　号

部　　署　　名

秋田市旭北錦町１番47号

018－863－9011
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コンプライアンスについて

コンプライアンスの着実な実践を確保するため、以下の体制を整えています。

　当協会は、信用保証協会法に基づき設立された公的機関であり、その公共的な使命に反し、
信用を損なうことのないよう、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとるこ
とのない、誠実かつ公正な事業活動を遂行することとし、以下の倫理憲章を定めています。

コンプライアンス組織図

（信用保証協会の公共性と社会的責任）
１．信用保証協会の公共性と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて

信頼の確立を図る。

（質の高い信用保証サービス）
２．経営の効率化に努め、創意と工夫を活かした質の高い信用保証サービスの提供を
通じて、地域経済の発展に貢献する。

（法令やルールの厳格な遵守）
３．あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公正
な事業活動を遂行する。

（反社会的勢力との対決）
４．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、断固として対決する。

（地域社会に対する貢献）
５．広く住民とのコミュニケーションを図りながら地域社会への貢献に努める。

倫理憲章倫理憲章

コンプライアンス委員会

コンプライアンス統括部署 ハラスメント統括部署

コンプライアンス担当者

職　員　等

報告・連絡・相談　　　　 指示　　 　　 チェック

監　事　会

常勤監事

理　事　会 弁護士等

　秋田県信用保証協会は信用保証協会法に基づく法人であり、中小企業等の皆様が金融機関から貸付等
を受けるに当たり、貸付金等の債務を保証することを主たる業務としており、信用保証協会の制度の確
立をもって中小企業等の皆様に対する金融の円滑化を図ることを目的としております。
　業務上、お客様の個人情報を取得・利用等させていただくことになりますが、お客様の個人情報の取
扱いについて以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

（1）個人情報に関する法令等の遵守
　当協会は個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）などの法令およびガイドライン等を遵守して、お客様
の個人情報を取り扱います。

（2）個人情報の取得・利用・提供
・当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。なお、利用目的
の詳細につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個人情報保護法に基づく公表事項に関
するご案内」の１．「当協会が取り扱う個人情報の利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。
・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用いたしません。
・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者には提供・開示しま
せん。
・お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められる目的以外
の目的には使用いたしません。
・個人信用情報センターから提供を受けた情報であって、お客様の返済能力に関するものをお客様の返済能力の調査以外の
目的には使用いたしません。

（3）個人データの適正管理
　お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個人データの取扱いが
適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組みを見直します。

（4）個人情報保護の維持・改善
　当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組み
を見直します。

（5）個人データの委託
・当協会は、個人情報保護法第23条第5項第1号の規定に基づき個人データに関する取扱いを外部に委託する場合があ
ります。
・委託する場合には適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。

（6）保有個人データの開示・利用目的の通知
・法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データの開示およびその利用目的の
通知を求めることができます。
・請求の方法は当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確認書類を添付して当協
会窓口に持参（または郵送）ください。
・個人データの開示および利用目的の通知につきましては実費相当額（１件につき300円）をいただきます。

（7）保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止
・当協会が保有する個人データに誤りがある場合は下記の窓口にご連絡ください。
　調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、訂正または削除いたします。
・お客様の個人情報を不適切に取得し、又は目的外に利用している場合には下記の窓口にご連絡ください。調査確認のう
え、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの利用停止いたします。
・お客様の個人情報を個人情報保護法第23条に違反して第三者に提供している場合には、下記の窓口にご連絡ください。調
査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの第三者提供を停止いたします。

・（6）（7）の具体的な手続につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個人情報保護法に基
づく公表事項等に関するご案内」の 8.（3）「開示等の請求等に応じる手続き等に関する事項」をご覧下さい。

（8）質問・苦情について
　当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

（9）開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供の停止・安全管理措置・相談
○　質問・苦情窓口
　当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は、以下のとおりです。

個人情報保護宣言

個人情報の保護について

住　　　　　所

電　話　番　号

部　　署　　名

秋田市旭北錦町１番47号

018－863－9011

監査室　

信
用
保
証
協
会

と
は
／

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

秋
田
県
信
用

保
証
協
会

役
員
・
組
織
図

信
用
補
完

制
度
に
つ
い
て

信
用
保
証
の

利
用
に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
秋
田
県
制
度
）

令
和
３
年
度

経
営
計
画
に

つ
い
て

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
国
制
度
・
協
会
制
度
）
主
な
保
証
制
度

（
市
町
村
制
度
）

信
用
保
証
料

責
任
共
有
制
度

令
和
２
年
度

決
算
報
告

第
６
次
中
期

事
業
計
画
に

つ
い
て

令
和
２
年
度

業
務
実
績

信
用
保
証
協
会

と
は
／

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

秋
田
県
信
用

保
証
協
会

役
員
・
組
織
図

信
用
補
完

制
度
に
つ
い
て

信
用
保
証
の

利
用
に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
秋
田
県
制
度
）

令
和
３
年
度

経
営
計
画
に

つ
い
て

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

に
つ
い
て

主
な
保
証
制
度

（
国
制
度
・
協
会
制
度
）
主
な
保
証
制
度

（
市
町
村
制
度
）

信
用
保
証
料

責
任
共
有
制
度

令
和
２
年
度

決
算
報
告

第
６
次
中
期

事
業
計
画
に

つ
い
て

令
和
２
年
度

業
務
実
績

DISCLOSURE 2021  Credit Guarantee Corporation of Akita-Ken

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
す
る

取
り
組
み

企
業
支
援
の

た
め
の

取
り
組
み

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
す
る

取
り
組
み

企
業
支
援
の

た
め
の

取
り
組
み

個
人
情
報
の

保
護
に
つ
い
て

個
人
情
報
の

保
護
に
つ
い
て

DISCLOSURE  2021 37



DISCLOSURE  2021DISCLOSURE  2021

発 　 行 　 日／令和３年7月30日
編　　　　　集／秋田県信用保証協会 総務企画部
発　　　　　行／秋田県信用保証協会
ホームページ／https://www.cgc-akita.or.jp
表 紙 写 真／男鹿市鵜ノ崎海岸

〒016-0817 能代市上町6番28号
TEL 0185-54-2377／FAX 0185-55-2264
担当地域：能代市・山本郡

能代支所

〒010-0923 秋田市旭北錦町1番47号

（秋田県商工会館内）

TEL 018-863-9011／FAX 018-863-9188

本所 〒017-0897 大館市字三の丸90番地
TEL 0186-49-2281／FAX 0186-49-2280
担当地域：大館市・鹿角市・北秋田市・北秋田郡・鹿角郡

●
伊藤保険

大館支所

能代支所

TEL 018-863-9016／FAX 018-863-9010

担当地域：秋田市（主に東部）

秋田東営業室

TEL 018-863-9018／FAX 018-863-9010

担当地域：秋田市（主に西部）・男鹿市・潟上市
　　　　 南秋田郡

秋田西営業室

TEL 018-863-9017／FAX 018-863-9010

債権管理室

秋田銀行事務センター

秋田銀行
本店

社会福祉会館

市役所北鹿新聞

ヒツジヤ

市役所 裁判所

能代
郵便局

市役所

県庁

本所

大館支所

〒013-0046 横手市神明町2番27号
TEL 0182-32-2361／FAX 0182-32-2363
担当地域：横手市・湯沢市・雄勝郡

横手・湯沢支所

●横手プラザホテル

九品寺

横手市役所

●
食い道楽
●

●

横手・湯沢支所

横
手
駅

〒015-0821 由利本荘市肴町66番地4
TEL 0184-22-5330／FAX 0184-22-5332
担当地域：由利本荘市・にかほ市

本荘支所

本荘支所

警察署

ホテルアイリス

本荘合同庁舎

由利本荘市役所

羽後信用金庫本店

子吉川

〒014-0051 大仙市大曲浜町2番2号
TEL 0187-63-1811／FAX 0187-63-1812
担当地域：大仙市・仙北市・仙北郡

大曲支所

大曲支所 羽後信用金庫
大町支店

大
曲
駅

グランドパレス川端
丸子川


